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２００８年度研究成果報告書の刊行にあたって 

 

ＦＵＪＩＴＳＵファミリ会ＬＳ研究委員会（ＬＳ研）では、「Give & Take の精神」のもと共に汗を流してＩＴ

の活用を追求し、各種研究活動を推進しております。これは、ひとえに会員の皆様ならびに関係各位のご支

援の賜物と深く感謝申し上げます。 

２００８年度研究分科会活動は「ＩＴ戦略／人材育成」「技術／技法」「管理／運用」の３つのカテゴリか

ら１７分科会で研究を行いました。本年度の研究のあり方は、若干今までと変え、研究結果をすぐに求めず、

結果を導くプロセスを大切にすることに普請し、研究いたしました。 

そのレベルアップした研究成果を今年も「研究成果報告書」として刊行いたします。研究内容は、いずれ

も参加メンバーの経験、具体的な問題意識及び先見性に支えられて研究されたものです。会員各位におかれ

ましては、情報システムの将来像の検討、新技術・新コンセプトの適用、直面している課題の解決、ビジネ

ス貢献への提案等、実際の業務に活用いただきますようお願い申し上げます。 

また、研究成果報告書に加え１３分科会が活用ツールを作成しました。ガイドライン、チェックシート、

テンプレート、支援ツールといった活用ツールを、作成したデータ形式のまま収録しておりますので、研究

成果報告書と共にご活用ください。 

なお、積極的な成果活用とともにその適用結果、検証結果をご報告いただければ幸いです。 

２００８年度の研究成果の中からいくつかご紹介します。 

『経営に貢献するＩＴ投資評価方法』分科会では、経営者が求めている全体評価（鳥の目）としての「エグ

ゼクティブサマリー」と、継続的な個別評価（虫の目）を可能とする「案件別評価シート」「ＩＴ基盤評価シ

ート」を考案し、これらを融合させて経営者が適切にＩＴ投資を評価できる仕組みや体制をまとめました。 

『利用企業の観点からのＳａａＳ』分科会では、利用企業の観点でのＳａａＳ導入の判断基準が不足してい

る点に着目し、ＳａａＳの満たすべき要件の定義、ＳａａＳに適した分野の判断基準の策定、他のＩＴソリュ

ーションとのコスト比較の判断基準の策定を行い、「ＳａａＳ導入ガイドライン」にまとめました。 

『Ｗｅｂアプリケーション基盤と開発環境』分科会では、Ｗｅｂ２．０のコア技術として「リッチインター

フェース」「非同期通信」「マッシュアップ」の３点を取り上げ、企画・要件定義・方式設計工程を対象として、

これらの技術に関する適用・方式設計ガイドラインを作成しました。 

『Ruby on Rails によるアプリケーション開発』分科会では、Ruby on Rails 適用検討時の判断材料を示し

た「適用指針整理表」、および Ruby on Rails を適用した開発を推進するための指針を示した「開発ガイドラ

イン」を作成しました。 

『仮想化技術の活用』分科会では、バックアップの簡易化、ＤＲ（Disaster Recovery）への適用、グリー

ンＩＴへの適用、運用管理の改善の４点に対して、仮想企業を想定したケーススタディモデルをベースに机

上／実機検証を実施することで、その検証結果から仮説の有効性をまとめました。 

『ＩＴサービスの品質向上』分科会では、「身の丈にあった運用サービス」を念頭におき、顧客との「合意

形成」までのアプローチ手法やノウハウをまとめた手順書と、「継続的改善」のために現状のプロセスを評価

する指標および自己診断ツールを開発しました。 

これら先進的で有用性のある研究成果を挙げられましたのは、研究分科会にご参加いただいたメンバーな

らびに会員各社のご理解とご支援の賜物であり、あらためて深く感謝申し上げます。 

２００９年度は、経済環境が厳しい中、１５テーマの分科会が活動を開始しております。これらの分科会

活動を通じて、会員各社に即戦力で役立つ研究成果を創出できるようさらに知恵を結集し、実践的な裏付け

に支えられた研究活動ならびに人材育成を図っていく所存であります。 

ますますのご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

２００９年５月２１日 

ＦＵＪＩＴＳＵファミリ会ＬＳ研究委員会 

幹 事 長  稲垣 登志男 

株式会社菱食 

ＩＴネットワーク本部 本部長代理 
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本アブストラクト集は、２００８年度に実施した１７研究分科会の 

研究成果報告書のアブストラクトを一式にまとめたものです。 
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経営に貢献するＩＴ投資評価方法 
 

－ＩＴ投資の経営貢献度を鳥の目（全体）と 
虫の目（個別）で評価する体制の構築方法－ 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景・課題認識 

近年、ＩＴ投資評価方法について多くの研究が行われており、様々な評価方法が世の中に紹介され

ている。過去の分科会研究テーマでも継続して取り上げられ、評価手法やツールなどの提供も行われ

てきた。しかし、未だに経営者や情報担当者の悩みは続いている。その原因を探るべく、当分科会の

メンバー企業各社の状況および過去のＩＴ投資評価に関する研究について分析した。その結果「ＩＴ

投資の貢献度が見えない理由」と、これを克服する「経営に貢献するＩＴ投資評価方法」として以下

の４つの仮説を立て研究することとした。 

【ＩＴ投資の貢献度が見えない理由】     【経営に貢献するＩＴ投資評価方法】 

①個別評価中心             → 「全体評価が見えるもの」が必要 

②経営者に必要な情報を提供できていない → 「経営者が求めている情報」が必要 

③事後評価がない            → 「案件別に事後評価ができる仕組み」が必要 

④ＩＴ基盤の評価方法が難しい      → 「ＩＴ基盤の適正な評価方法」が必要 

 

2. 研究のアプローチ・研究の進め方            

全体評価が見えるものと経営者が求めてい

る情報が必要という仮説に対しては、鳥の目

のように経営者が全体を鳥瞰し把握できる

「エグゼクティブサマリー」を考案した。 

また、案件別に事後評価ができる仕組みや

ＩＴ基盤の適正な評価方法が必要との仮説に

対しては、虫の目のように担当者が個別案件

を詳細に管理できる「案件別評価シート」と

「ＩＴ基盤評価シート」を考案した。 

さらに、「案件別評価シート」と「ＩＴ基盤

評価シート」を基に「エグゼクティブサマリ

ー」が作成できる仕組みの構築を目指した。 

 

 

3. 研究内容 

3.1 鳥の目（全体評価）：「エグゼクティブサマリー」の構築 

ＩＴ投資の経営貢献度が見えない原因を様々に検討し、経営者のＩＴ投資における悩みについて、

経営者の立場に立って議論してみると次の「ＩＴ投資の悩みトップ５」に集約された。 

①ＩＴ投資の規模は適正水準か？                          （全体評価） 

②どの経営分野に貢献しているのか？               （経営者が求めている情報） 

③巨大なＩＴ投資は効果をあげているのか？            （案件別の事後評価） 

④ＩＴ投資の成功・失敗要因を明確にしスキルアップされているか？（案件別の事後評価） 

⑤ＩＴ基盤の投資額・管理レベルは適正か？                （ＩＴ基盤の適正な評価方法） 

これらの「ＩＴ投資の悩みトップ５」の原因は、ＩＴ投資の「見える化」がなされておらず、定期

的な報告の仕組みが確立されていないことに起因する。そこで、これらを解決するため、事前評価と

事後評価を一体化して定期的に報告する「エグゼクティブサマリー」を独自に考案した。 

図表１ 鳥の目と虫の目の関係 
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3.2 虫の目（個別評価）：「業務システム」と「ＩＴ基盤」の新たな評価方法 

「業務システム」は、個別の重要課題の解決が目的で直接的に効果測定が可能である。それに対し

「ＩＴ基盤」は、ＩＴの利用環境の整備を目的とし、間接的な効果測定とならざるを得ない。そこで、

「業務システム」「ＩＴ基盤」別で最適な評価を実施すべきであると考え、それぞれの評価方法を考案

した。 

(1)全体と個別評価、事前と事後評価を融合させる「案件別評価シート」 

個別評価は、実施タイミングにより「投資を判断する時点での事前評価」と「稼動後に当初設定

した目標が達成できたかの事後評価」があり、その両方を継続的に実施できるＰＤＣＡサイクルの

確立が非常に重要であると考えた。 

初めに、現状の問題から投資効果までの思考回路や因果関係を体系的に図式化することで、経営

者に分かりやすく説明し、関係者と情報共有できる「案件別評価シート（効果創出）」を考案した。 

次に、事前評価でＫＰＩ（５年間の効果推移）を設定し、その実績の事後評価を継続的に実施す

ることができる「案件別評価シート（ＫＰＩ評価）」と「ＫＰＩ辞書」を考案した。 

(2)ＩＴ基盤の管理レベルがわかる「ＩＴ基盤評価シート」 

ＩＴ基盤に関しては、「コストの妥当性」と「利用状況の適正性」および「ＩＴ基盤の管理レベル」

で評価することとした。特に、「ＩＴ基盤の管理」は、全社、グループ全体に対して、ＩＴが利用可

能となるまでの環境整備等のサービスとし、投資の意思決定から調達、運用までの各工程の管理レ

ベルを５段階で評価することとした。 

 

3.3 鳥の目(全体評価)と虫の目(個別評価)の導入への挑戦 

我々は、当分科会の成果を研究だけで終わらせるのではなく、自らの業務に活用し会社に貢献すべ

きと考えた。研究成果を各社に持ち帰り、役員や部長クラスの上司の評価結果を踏まえ研究成果を改

善した。「エグゼクティブサマリー」は見づらく、経営者への報告書としては適さないという指摘を受

け、グラフを多用し１枚でＩＴ投資全体が鳥瞰できる「ＩＴ投資評価報告書」を作成した。この結果、

当分科会参加企業の７５％から導入または導入を検討するという評価を得た。 

「案件別評価シート」は、投資の目的・効果を分かりやすく記述できる点や 1枚のシートで投資効

果を経年評価できる点等、当初から各社より高い評価を得、これも導入または導入を検討するという

評価を参加企業の７５％から得た。 

「ＩＴ基盤評価シート」は、全参加企業から独創的であるとの評価を得た。しかしながら、導入を

検討するという評価は５８％にとどまった。これは、新しい取り組みでもあり、有用性が判断しづら

いということに起因していると考える。 

最後に、評価プロセスを

まとめる。各階層間の報告

書を標準化し、定期的な報

告を実施することにより、

階層間のコミュニケーショ

ンが円滑になり「経営に貢

献するＩＴ投資評価方法」

が確立できる。また、これ

により経営者はＩＴ投資の

経営貢献度を的確に評価す

ることができる。 

 

4. 評価・提言 

当分科会では、ＩＴ投資の経営貢献度をテーマに掲げ、個別評価（虫の目）の見直しと経営者のた

めの全体評価（鳥の目）の仕組みの必要性を中心に議論してきた。そして、この２つの視点を融合し

ていくプロセスの構築が、経営者の関心に応え続ける評価方法であるという結論に至った。分科会メ

ンバー企業の役員や部長クラスの意見を参考にして改善を続けた結果、最終的に多くの評価者から有

効性を支持された。この研究成果が必ず、ＩＴ投資評価方法の改善に役立ち、各社の経営に貢献する

ものと確信している。 

経営者 情報システム部門担当役員

情報システム部門担当役員 情報システム部門長
主管部門長

（投資対効果に責任)
情報システム部門

情報システム部門長

説明（責任）者

評価者

図表での流れ

図表化

IT基盤評価シート

案件別評価シート

エグゼクティブ
サマリー

集約

集約

IT投資評価報告書

図表２ ＩＴ投資評価プロセス 
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情報システム部門が提案する 
現場業務改善 

－情報システム部門だからこそできること 
今日からすべきことは？－ 

アブストラクト 

 

1. 企業内情報システム部門の役割の変化（研究の背景） 

企業内の情報システム部門に求められる役割が変化してきている。かつての情報システム部門は、業

務部門からの要請に応じ、業務を効率化するためのシステム構築をすることが職責であった。業務への

情報システムの適用が一巡した現在、業務部門は、情報システムへの依存度を高め、情報システムなく

しては業務遂行が困難となっている。 

そのような状況の下、情報システム部門は、経営層からのさらなる役割期待として、これまでのよう

なテクニカルな対応だけでなく、情報システムを活用した能動的な経営貢献を求められている。 

当分科会は、その役割として、情報システム部門だからこそできる現場業務の改善が求められている

と考え、その実現に向けた取り組みをまとめた。 

 

2. 研究のアプローチ 

経営貢献に値する活動を各企業の情報システム部門がどのように行うかは、それぞれの企業の考え

方・活動方針があり、どの企業でも通用するものを見つけることは難しい。そのため、当分科会では、

汎用的な技法やツールの検討ではなく、「今日からできること」を念頭に置き、「日々の現場業務改善」

を継続して積み重ねることで、経営に貢献できるものがあるのではないかと考え、情報システム部門の

強み・弱みについて検討を進めた。それらを再認識し、経営層が期待する情報システム部門へ変革する

ために、その強みを活かし、弱みを克服するための取り組みについて検討した結果、当分科会各社が最

も関心を持った内容から、以下の 2点に焦点をあてた。 

・業務部門へのアプローチの改善による提案活動の実現 

・情報システム部門だからこそ気づく現場業務の変化を観察する方法の模索 

 

3. 研究内容 

3.1 業務部門へのアプローチの改善による提案活動の実現 

課題改善のプロセスは、「課題の発見」「課題の分析」「対応策の実

施」「評価」という 4つの課題の改善サイクル（図表 1）で実施され

る。情報システム部門は、業務部門が認識した問題点を分析（課題

の分析）し、システムへ実装する活動（対応策の実施）が今までの

中心であり、主体的に問題点を洗い出し、業務部門と共有した上で

業務目標を設定すること（課題の発見）はあまり経験していない。

実際に分科会各社の失敗事例を見ると、「課題の分析」以前である、

問題を認識し、業務部門と共有するまでのプロセスでつまずいてい

る事例が多かった。 

一方、成功事例は「課題の発見」がその成功要因の一つとなって

おり、当分科会は、情報システム部門は課題の改善サイクルの起点

である「課題の発見」が行えていないために改善の提案が十分行え

ていないと捉えた。「課題の発見」には、情報システム部門から業務

部門への「アプローチ」「問題の認識」「課題の設定」という段階が

あり、成功事例の中には、情報システム部門の有用性が認知されや

すい環境（状況）が組織的に整備されている、情報システム部門の

知識・人的スキルが有効に活用されている、といった共通する傾向

情報システム部門 業務部門

顕在化した業務課題開発案件

上記に加え、改善提案のために、

情報でアプローチ

人材でアプローチ

潜在する
業務課題
の発見

改善提案

従来は、

図表 2 改善提案に向けて 

図表 1 課題の改善サイクル 

課題の課題の
発見発見

対応策の対応策の
実施実施

評価評価

課題の課題の

　　　分析　　　分析

課題の課題の
発見発見

対応策の対応策の
実施実施

評価評価

課題の課題の

　　　分析　　　分析

アプローチ

問題の認識

課題の設定
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が見られた。いずれも、課題発見の最初のアクションとなる業務部門への「アプローチ」が重要なポイ

ントとなっており、課題発見には「業務部門へのアプローチ方法の確立」が重要であるといえる。 

全社横断的な「情報」と情報システムの豊富なスキルを持つ「人材」という、情報システム部門が持

つ 2つの強みを活かしたアプローチを、業務部門に対して情報システム部門が積極的に活用することに

より、課題の発見につながり、情報システム部門だからこそできる業務改善提案が可能となる（図表 2）。 

3.2 情報システム部門だからこそ気づく現場業務の変化を観察する方法 

情報システム部門が業務部門の変化に気づくためには、現場を知ることが重要である。そのためには、

現場に足を運んで現場を実際に見てまわるなど、「三現主義（現場・現物・現実）」の実践（ラウンド）

が必要であるが、現実的には困難である。当分科会各社でもその重要性は認識しているものの、「きっか

けがない」などの理由でラウンドに踏み込むことができていない企業がほとんどであった。 

しかし情報システム部門では、日常業務において、すでに多くの情報を得られる機会を持っている。

それらは、これまで情報システム部門内の業務効率化や障害の再発防止・未然防止など自らの業務効率

化や情報システムの安定稼動という目的に利用しているのみであった。当分科会では、その機会が、意

識を変えるだけで、業務部門の変化に気づくための「アンテナ」として機能し、その「気づき」をラウ

ンドにつなげることが可能であると考え、それらを日常業務の中にある「6つのアンテナ」と定義した

（図表 3）。 

 

図表 3 日常業務の中にある 6つのアンテナ 

アンテナ ポイント 

問い合わせ・相談対応 
単なる問い合わせへの回答だけでなく、業務部門の関心事がどこにあるか

を知ろうとする意識を持つ。 

障害対応 
障害の早期復旧・再発防止だけでなく、障害の原因が業務の変化に起因し

ていないかという意識を持つ。 

定例会 
一方的な報告会としてマンネリ化させるのではなく、改善事例の紹介など

の情報提供、業務部門からの意見を得る重要な機会という意識を持つ。 

ログ 

安定稼動のための記録として捉えるだけでなく、業務部門の利用実態の記

録としての数値の裏づけ、利用方法の変化が記録されているという意識を

持つ。 

リソース監視 
情報システムの容量負荷管理のためだけでなく、その増減という客観的事

実から、業務の変化が発生しているのではないかという意識を持つ。 

外部情報 
各種メディアからの情報など、日頃接する情報に対し、情報システムの技

術的な側面だけでなく、業務への影響を見る意識を持つ。 

 

情報システム部門が、これらのアンテナから得られる変化への「気づき」を小改善に活かすことがで

きれば、業務部門との信頼関係を築く一歩となり、さらに、業務部門への「お土産」とすることができ

れば、ラウンドの一歩を踏み出すきっかけとなる。 

 

4. 業務改善に向けて（提言） 

現場業務改善の第一歩を情報システム部門が踏み出すために、潜在的な問題への気づきをいち早く業

務部門に与えられるのは、外部のコンサルタントやＩＴベンダーではなく、自社の業務内容の強み、弱

みをよく理解している企業内の情報システム部門である。一方、情報システム部門が普段遂行している

業務領域において、環境変化に業務やシステムが追いついていないことをいち早く気づくことができる

のも、冷静に業務やシステムを見つめている企業内の情報システム部門に他ならない。 

情報システム部門がこれらの役割を発揮するためには、個々人のスキルアップ、組織的なバックアッ

プ体制の確立など、時間と費用がかかることも多い。しかし、今日からできることに目を向け、「2つの

アプローチ」と「6つのアンテナ＋ラウンド」を実践し、これまでと異なる視点で行動することで、情

報システム部門が現場業務改善提案を主体となって推進する立場になりえると考える。これらの提言は

決して目新しいものではないが、これらのことを普段から意識して行動し、社内の様々な要求に応えて

いくことが、業務部門の期待に応える第一歩となるのではないだろうか。一人一人の小さな意識改革が、

じわじわと大きな変化につながり、組織に変革をもたらすと確信している。 
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図表 2 提供者要件シート 

 

利用企業の観点からの SaaS 
 

－SaaS は使える･･･「予感」を「実感」に変える 
導入ガイドライン－ 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景 

これまで、企業の業務効率化、競争力強化に IT は重要な役割を果たしてきた。しかし、近年の IT 化

には、急速な技術革新による陳腐化リスク、経営環境の急激な変化に対応するため要求が多様化したこ

とによるシステム開発コスト、導入リスクおよび保守・運用負担の増大といった課題が見られる。 

これに対し、ネットワークを通じてアプリケーション機能を利用する「SaaS（Software as a Service）」

は、システム開発・導入コストや保守・運用負担の削減といった有効な解決策となり得る。同様なサー

ビス形態である「ASP（Application Service Provider）」の登場当時と比較して、ネットワークの広帯

域化やアプリケーション技術の進化といった背景もあって、企業が課題解決のために SaaS の導入を検討

する機会が増えてきている。そこで､当分科会では利用企業の観点から SaaS を研究することにした。 

 

2. 研究のアプローチ 

企業がビジネスの課題解決のために SaaS の導入を検討する際、何が問題となるだろうか？既存の情報

システムと利用形態の異なる SaaS に対して企業が抱

く不安を払拭するには、次の点について利用企業の観

点での判断基準が不足していると当分科会は考えた。 

・ ネットワーク環境など SaaS 利用のための要件 

・ 情報セキュリティ等への不安を払拭するために 

SaaS およびその提供者が満たすべき要件 

・ 既存の情報システムに対する SaaS のメリット

や SaaS に適した分野 

そこで、SaaS 導入の判断基準や意思決定プロセスを

整理し、ガイドラインにまとめることで、企業の持つ、

SaaS は使えるという「予感」を「実感」に変えること

を研究の目的とした。 

研究を進めるにあたって、当分科会では SaaS の導入

事例やメリット／デメリットの分析を踏まえて、「利用

企業の観点からの SaaS」を図表 1の通り定義した。 

 

3. 研究内容・成果 

3.1 SaaS に求められる要件の整理 

SaaS 利用のための要件は必要最低限かつ網

羅性のあるものとするため、ITIL（IT 

Infrastructure Library）において ITサービス

マネジメントの基本概念とされる 3P（People、

Product、Process）の観点で整理し、「利用者要

件シート」にまとめた。一方、SaaS およびその

提供者が満たすべき要件は、SaaS の特徴である

「すぐ使える」、一般にアプリケーションに求め

られる「使いやすい」「安心して使える」を基本 

要件として、評価可能な項目までブレイクダウンした「提供者要件シート」にまとめた（図表 2）。 

サーバーやパッケージを所有せずに、アプリケーシ
ョンの機能を、ネットワークを通じて利用するモデ
ルであり、以下の条件を満たすものを SaaS と呼ぶ 
 
1. アプリケーションの機能を、ネットワークを 
通じて利用 

2. 所有／運用から利用への変化 
・初期／導入コストの削減 
・従量制／利用者数に応じた料金体系 

3. IT 化／導入のしやすさ 
・小規模（1人／少人数）から始められる 
・短期間で導入できる 
・解約の拘束期間が短い 

4. 操作性、柔軟性、拡張性 
・従来のアプリケーションに遜色ない操作性 
・業務プロセスに合わせられる柔軟性 

図表 1 利用企業の観点からの SaaS の定義 

レベル２ レベル１
従量制の料金体系 -

安価な初期導入コスト ライセンス料以外のサービス導入コスト

トレーニング 導入トレーニング 講習形式 マニュアル

初期導入の標準リードタイム
標準サービスをマニュアルに沿って導入した場合のリードタイムの
設定

1ヶ月未満 3ヶ月未満

試用期間 30日以上 30日未満
試用期間終了後のデータ引継ぎ

１人から契約可 最少契約人数（ライセンス数）
契約の最低拘束期間 3ヶ月未満 6ヶ月未満
解約の通知期限

オンライン応答時間規定

バッチ処理完了時間規定
(平均完了時間を規定)
同時接続数 保証型 ベストエフォート型

同時接続利用者数の規定
出力項目の選択、配置、デザインの変更
申告書の場合､税務署配布様式等への完全対応

画面コンフィグレーション 表示項目の選択、項目配置の変更 可
データ構造コンフィグレーション データ項目の新規追加、削除、変更 可

可

カスタマイズ範囲

帳票出力機能

ユーザビリティ
応答性能

使い
やすい

基準値 (※1)

有

有

有

１ヶ月前

パッケージ、自社開発より安価
（６０％以上コスト削減）

有

有

対応

1ﾗｲｾﾝｽ

SaaSの
基本要件

利用企業が
求める要件

要件の具体的内容

すぐ
使える

試用

契約の柔軟性
解約時の拘束期間が短い

初期コスト削減

確認項目

導入サポート
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3.2 SaaS のメリットと SaaS に適した分野の評価 

低コストでの導入は SaaS の大きなメリットであるが、SaaS の場合 TCO（Total Cost of Ownership）

が利用者数や利用期間に左右されることから、自社開発やパッケージと SaaS の TCO や ROI（Return on 

Investment）を可視化する「TCO 比較シート」を開発した。また、SaaS に適した分野を判断する際、対

象業務の特性に加えて機能要求レベルや利用体制まで考慮すれば利用企業の導入効果を高められること

から、これらの判断基準を計数化し SaaS に適した分野を評価する「ターゲット評価シート」を開発した。 

 

3.3 SaaS 導入ガイドラインの作成 

前節までの成果物をもとに、当分科会では図表 3のツール／ド

キュメントで構成される「SaaS 導入ガイドライン」を作成した。 

SaaS 導入ガイドラインに含まれる、SaaS の導入に関する企業

の意思決定を支援するツールを導入判断フローチャート（図表4）

の各所で使用することにより、企業は SaaS の導入可否を適切に

判断できる。また、SaaS 導入手順書では、導入判断フローや各

ツールの詳細から導入後の効果を最大化する PDCA サイクルの構

築に至るまで、網羅的に解説している。 

 

図表 3 SaaS 導入ガイドライン 

ツール／ドキュメント 概要 
導入判断フローチャート 企業が自社の課題を認識し、解決策として SaaS の

存在を知り、その導入決定に至るまでの判断フロー
ターゲット評価シート SaaS に適した業務やアプリケーション分野の選定
TCO 比較シート SaaS と自社開発･パッケージとの TCOや ROI の比較
利用者要件シート SaaS 利用の際自社が最低限満たすべき要件の確認
提供者要件シート SaaS 提供者が満たすべき要件の確認 
導入判断チェックリスト SaaS 導入可否の最終判断のためのチェックリスト
導入作業チェックリスト 導入決定から利用開始の間必要な作業の確認 
SaaS 導入手順書 導入判断フローの出発点から導入後の効果を最大

化するための PDCA サイクル構築までの手順を解説

図表 4 導入判断フローチャート

 

 

4. 検証 

当分科会の作成した SaaS 導入ガイドラインの有用性について、次の 2つの方法で検証した。 

(1) アンケート／ヒアリングの実施 

SaaS の要件や SaaS に適した分野の評価項目の妥当性確認のため、延べ 13 社の協力を得て、利

用企業向けアンケート、および利用企業・提供者双方への訪問によるヒアリングを実施した。その

結果、当分科会が挙げた初期コスト削減、短期導入といった SaaS の要件が裏付けられた。さらに、

アンケート回答で挙げられた、責任の所在の不明確さといった SaaS の問題点を SaaS 導入ガイドラ

インで事前にチェックできることがわかり、その有用性を確認することができた。 

(2) 仮想企業を用いた検証シナリオの作成 

導入事例調査やアンケート／ヒアリング結果から利用企業のペルソナを定義し、主要アプリケー

ション分野（8分野）における、SaaS 導入ガイドラインを用いた導入シナリオを作成した。その結

果、当分科会が SaaS に適していると考える分野では SaaS 導入判断フローチャートのゴール（SaaS

の導入決定）に到達でき、ガイドラインの各判断基準の妥当性を検証できた。また、ガイドライン

を実際に使用することで問題点を抽出でき、改善することでさらに精度を高めることができた。 

 

5. 提言 

SaaS 導入ガイドラインを活用すれば、ROI の向上など SaaS の提供する様々なバリューを享受すること

ができる。しかし、今後の SaaS の普及・発展には提供者側にビジネスモデルの変化への対応等多くの課

題が残されており、提供者の観点、さらには SaaS を含む ITサービス全体を俯瞰した研究が必要である。

これらの点を踏まえ、当分科会より利用企業および提供者双方に対して次の通り提言する。 

 

SaaS 製品がある 

該当する 
商品がある 

ビジネスの課題を IT で解決したい

メリットがある 

SaaSを 
利用可能 

使いたい分野が
SaaS に適している 

使いたい製品は 
SaaS のあるべき
姿を満たしている 

SaaS 製品の絞込 

導入判断チェックリストによる 
判定 

SaaS の導入決定！！ 

問題なし 

TCO 比較シート

ターゲット評価
シート

提供者要件 
シート

導入判断 
チェックリスト

利用者要件 
シート

利用するツール

利用者要件 
シート提供者要件 
シートTCO比較シート

（再計算）

サービス 
一覧表

・利用企業へ･･･「SaaS 導入ガイドライン」でスピーディな SaaS 導入とバリュー獲得を実現しよう! 
・提供者へ  ･･･ SaaS の普及に乗り遅れるな！イノベーション志向で SaaS 対応を推進しよう!  
・利用企業・提供者へ･･･利用企業の観点で Win-Win の関係になれる SaaS ビジネスモデルを追求しよう! 
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企画プロセスと要件定義プロセスの 
作業の明確化 

－企画と要件定義、あなたにわかりますか？ 
その違い－ 

アブストラクト 

 

1.研究の背景、問題認識 

企業においては近年“ＩＴ活用効果をいかに経営戦略に結びつけていくか”を企画することの重要性

が高まっている。しかし現状は経営層・現場部門・システム部門の三者間でＩＴへの期待や目的意識に

相違がある。 

分科会メンバ（１５社）で議論した結果、企画プロセスには大きく以下の問題があると判断した。 

① 経営層の意思決定を通し予算確保することを重視しておりシステム実現可能性の検討が弱い 

② 進め方が経験に依存してバラツキがあり、成果物もまちまち 

そのため企画が練られていないまま要件定義プロセスに着手し、手戻りの発生やスケジュール遅延を

招いている。当分科会ではこの問題意識から以下を研究することとした。 

ａ）「企画プロセスとは何か？要件定義プロセスとどう異なるか？」 

ｂ）「企画プロセスにおいてステークホルダ間の目的意識を如何に合わせるか？」 

 

2.研究アプローチ 

以下のアプローチで研究を進めることとした。 

(1) 完了基準の設定 

上記ａ）に対し、企画プロセスの完了基準を明らかにし、要件定義プロセスとの境界線とする。 

(2) 企画プロセスの標準化 

上記ａ）に対し、メンバの事例および失敗経験を元に企画プロセスにおける個々の詳細プロセスの

標準化（アウトプット、必要性、チェック基準などの定義）を行う。 

(3) 合意形成・“組織の壁”の打開 

上記ｂ）に対し、ステークホルダ間で合意を形成する技法を検討する。 

 

3.研究成果 

①完了基準 

完了基準とは要件定義プロセスに移行する前に

“何を持って企画プロセスが完了したとみなすか”を

判断するものである。これにより企画プロセスの達成

状況を可視化し、完了基準を満たしていないことによ

るリスクやそれに対する打ち手を検討できる。 

【成果物】 

 完了基準 

･･･企画プロセスの工程（ＶＰ・ＳＰ）の実施内容

およびその完了基準を定義したもの。  

 完了基準チェックリスト 

・・・完了基準をクリアしているか？をチェックする 

リスト。これを実施しないことによるリスクを明示する。 

②詳細プロセス 

 企画プロセス（ＶＰ、ＳＰ）における詳細プロセスについて実施内容、およびアウトプット（ドキュメント）、その必

要性、チェック基準までを定義している。尚、ここでいう詳細プロセスとは、企画プロセスにおいて実施すべき作

業に細分化したものである。 

ＳＤＥＭプロセス

工程 VP（情報化構想立案） SP（システム企画）

作業主体 ユーザ企業 ユーザ企業

各工程の定義
【分科会定義】

情報化戦略を策定し、実行の優先順位を決めるための企画書を作成し、
意思決定者（経営者）の承認と予算を確保し、案件の実施可否の決定を
行う。目的、目標値、検討範囲が決定し、承認を得ること。

企画が承認された案件に対して、現状分析を踏まえて要件定義を行い、プ
ロジェクト（案件）として実施するための、企画の詳細を作成し、投資効果を
評価し、案件の最終意思決定を行う。業務要件を決定し投資の意思決定
者に対して、プロジェクト計画（システム化範囲・投資計画・マスタスケ
ジュール）の承認を得ること。

完了基準

・背景が明確になっていること。
・システム化の目的がプロジェクト関係者間で合意されていること。
・目標値がプロジェクト関係者間で合意されていること。
・検討範囲がプロジェクト関係者間で合意されていること。
・現状の主要課題がプロジェクト関係者間で共通の認識であること。
・現状の主要課題に対しての施策が定義されていること。
・効果が算定されていること。
・次工程の体制が決まっていること。
・希望納期があれば明示されていること。

・業務要件が定義されており、合意されていること。
・システム化の範囲（ITで解決する現状課題と、そのIT解決策概要）が明
確になっていること。
・システム化の範囲が合意されていること。
・現状課題の洗い出しが行われていること。
・現状課題とその解決策がプロジェクト関係者間で共通の認識であること。
・次工程の体制・役割が決まっており、参画度合い（週○○時間）が合意・
配慮されていること。
・投資計画がプロジェクト関係者間で合意されていること。（回収年数など
も含む）
・システム化による効果が部門・業務のレベルまで細分化されており、プ
ロジェクト関係者間で共通の認識であること。
・開発工程のマスタスケジュールが出されており、実現可能性も含め合意
されていること。
・リスク（システム面・業務面）が洗い出されており、対応方法が検討され
ていること。

企画プロセス

図表１ 完了基準 
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現場部門 経営層

顧客 情シス部門

不
信

感

恐
怖

不
信

感

信
頼

感

信頼感

不
信

感

従順

不
信

感

放
置

現場部門 経営層

顧客 情シス部門

現場部門 経営層

顧客 情シス部門

不
信

感

恐
怖

不
信

感

信
頼

感

信頼感

不
信

感

従順

不
信

感

放
置

 ＳＤＥＭのように確立されたプロセス標準は存在するがユ

ーザ視点が弱い。具体的にはシステムを開発する視点が色

濃く、以下のような「プロジェクト運営」の要素を補完する必要

がある。 

 詳細プロセスを実施する意図 

 詳細プロセスを踏まないことによる影響・リスク 

 詳細プロセスにおける段取り、ネゴシエーション 

【成果物】 

 プロセスシート 

・・・各詳細プロセスの実施内容、アウトプット、チェック

基準を定めたもの。 

 プロセスフロー 

・・・各詳細プロセスの流れを示したもの。 

 

③合意形成・“組織の壁”の打開策 

 企画プロセスにおいてはステークホルダ間で合意形成を取る必要があるが、以下の問題がある。 

ａ）期待されるＩＴが本当に経営課題を解決するか、目的感が合わない 

ｂ）人間関係や組織間に壁があり、ネゴシエーションが困難である 

ａ）を論理的側面、ｂ）を情緒的側面と捉え、分科会ではそれぞれに対し以下の技法を検討した。 

【成果物】 

 論理的合意形成の技法 

・・・ＩＴに対する期待が経営課題に結びついているか、因果関係とし

て示す技法である。そのために投資判断に活用されている「リザルト

チェイン」を合意形成の技法として適用範囲を拡張した。 

 情緒的合意形成の技法 

・・・各ステークホルダの価値観や関心事を明らかにし理解することで

組織間の壁を無くすための技法である。そのための技法として「ヒュー

マンリレーションシップピクチャ」を分科会で考案した。 

 

4.有効性の検証 

分科会メンバが経験した現在進行形のプロジェクト事例１つと過去事例３つを検証対象とし、それぞ

れ抱えている（抱えていた）異なる問題が研究成果①②③によって解決するかどうかを検証した。 

現在進行形のプロジェクトでは、完了基準：３６％（項目数：７／１９）、プロセスシート：２８％

（項目数：１０／３５）の不備を発見できた。その結果、次工程着手前に業務要件の見直し、業務移行

計画の策定、コンティンジェンシープランの策定などを実施することになった。またプロジェクト責任

者から「上流工程におけるリスクの洗い出しに有効だ、是非活用したい。」との評価を受けた。 

完了基準を使って過去事例を検証した結果、ＥＲＰ導入：８４％（項目数：１６／１９）、ダウンサ

イジング移行：３２％（項目数：６／１９）、進捗管理システム新規開発：２６％（項目数：５／１９）

の不備を発見でき、手戻り発生やスケジュール遅延というリスクを未然に防止できることが検証できた。 

 

5.まとめ・提言 

当分科会では企画プロセスと要件定義プロセスの境界線となる完了基準をユーザ視点で明確にした。 

企画プロセスとは、経営層・現場部門・システム部門の三者間でＩＴへの期待や目的を合意して、揺

ぎ無いものとすることである。要件定義プロセスとは、システム開発の視点で具体化することである。 

今回は企画プロセスでの実現可能性を判断することは、参加メンバの知識では対応し切れなかったの

で、有識者を集めた検討が必要である。 

プロジェクトの成功は上流である企画プロセスにかかっていることが分科会の研究で認識が深まった。 

当分科会の研究内容を参考に企画プロセスを円滑に完了させ、無事プロジェクトを遂行する企業が増

えることを切に願う。当分科会の成果をより深く研究したいプロジェクトがあれば声を掛けてほしい。 

図表２ プロセスシート 

図表３ ヒューマンリレーシ

ョンシップピクチャ 

プロセス番号 VP210
プロセス名 VP工程のプロジェクト立ち上げに向けた予備調査＆体制整備
作業主体 経営、業務、システム利用、システム、プロジェクトマネジメント
実施内容 ・プロジェクトリーダー、事務局を選定する。

・経営方針、中長期の目標・構想などを確認し、プロジェクトの背景を検討して
　目的・目標を設定する。
・関連部署の参画をうながし、プロジェクト体制に取り込む。
　（プロジェクトメンバーを選定する。）
・情報部門、関連部署、ステアリングコミッティ、協力会社（コンサル等）にて
　役割分担をし、当事者意識をもたせる。
・プロジェクトリーダーと事務局が、企画プロセスの進め方を明確にする。
　（プロジェクトの目的・目標、推進体制、マスタスケジュール、等）
・ステークホルダーのキーマンを見極める。

必要性 ・プロジェクト立ち上げ時の手掛かりとして、取り組む対象（検討範囲）を
　設定し、方向性を決めておかないとぶれてしまう。
・関係者（部署）に企画段階からPJ参画の意識・責任を負わせないと
　推進が困難になる。
・プロジェクトへ関係者を取り込んでおかないと、要件定義でのとりまとめが
難しく、システム化方針から見直しが必要となる場合もありうる。

インプット ・要望一覧
・経営理念・経営方針
・中長期計画
・プロジェクトの立ち上げ準備指示

アウトプット ・プロジェクトの背景
・プロジェクトの目的・目標（定量的数値）
・検討範囲
・プロジェクト体制図
・マスタスケジュール構想案
・WBS（役割分担を含む）

チェック基準 ・情報化構想立案に向け、プロジェクトの立ち上げができる状態であること。
・各部門間との調整（役割分担等）が済んでいること。

留意事項/ツール ・予備調査はプロジェクト立ち上げに向けた、ある意味簡便なものであり、
　本格的な調査は立ち上げ後に行う。
・人物相関図（HRP）を使用して、キーマンの意見や人間関係を整理する。
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システム強度を左右する非機能要件の明確化 
 

－誰でもわかる！非機能要件の「見える化」－ 
 

アブストラクト 

 

1.研究の背景／問題認識 

要件定義において非機能要件の検討が不十分であるためテスト工程や本番稼動以降に問題が顕著化し、

システム障害や新たなコスト増加の要因となっている。問題としては以下のように集約された。 

(1) 要件定義工程での非機能要件の重要性が受注者／発注者間で共有されていない。 

(2) 非機能要件の範囲や定義が不確実である。 

(3) 非機能要件の技術要素について標準化されていない。 

(4) 受注者／発注者間で相互に理解できる用語が整理されていない。 

 

2.研究のアプローチ 

当分科会では、非機能要件を「見える化」することによって、受注者／発注者間の相互理解や重要度

を高める事ができるのではないかと考え、特性の整理をする事とした。 

要求の抽出と整理・仕様化を行う場面で、チェックシート等のツールを使用することで要件定義フェ

ーズにおける非機能要件定義をより容易に進め、問題発生のリスクを抑制していく事を目的とした。 

また、「システム強度を左右する」＝「非機能要件が満たされなかった場合に社会や企業に与える影響」

としシステム開発作業に主眼を置き、以下の(1)で示す優先度大のものについて深く研究する事とした。 

(1) 性能・信頼性・セキュリティ ・・・・・・・・・・・ 優先度大 

(2) 保守性・運用性       ・・・・・・・・・・・ 優先度中 

(3) 拡張性・外部接続      ・・・・・・・・・・・ 優先度小 

 

3.研究の成果 

 

 

ビジネス・コン
テキストの理解

ITシステムの
スコープ定義

要求の抽出と
整理・仕様化

アーキテク
チャーの検討

実現可能性確認
と合意形成

非機能要件見える化ツール

非機能要求記述に関するプロセス・フロー

体系シート

チェックシート

用語集

 

図表 1 非機能要件見える化ツール(体系シート／チェックシート／用語集) 

（出典：プロセスフローは経済産業省「非機能要求記述ガイド」からの抜粋） 
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当分科会では、非機能要件を「見える化」するために、非機能特性を整理し、『体系シート』『チェッ

クシート』『用語集』からなる『非機能要件見える化ツール』を作成した。このツールは受注者／発注者

間で相互に確認しながら要件を決めていく「要求の抽出と整理・仕様化」を行う場面（図表 1）で同じ

認識を持って会話できるようにする事を目的としている。 

『体系シート』では非機能要件を整理・分析し、その体系について取りまとめた。 

受注者／発注者間の立場の違いから発生する非機能要件項目の認識相違について、項目を体系化する

ことにより何を決めるべきか、検討しなければいけないかを相互理解することで、要件定義時の整理、

検討などにおいて効率化が図ることができる。 

『チェックシート』では『体系シート』で整理した項目をさらに詳細なものとし、非機能要件項目に

ついてより具体化し、どういった目標値を記述するか、どういった技術が必要かなど、定義項目内容の

理解と、定義項目漏れのチェックを図ることができる。チェックボックスを配備し、シート上にチェッ

クを入れながら確認できるようになっている。 

『用語集』は、他のツール『体系シート』『チェックシート』で使用されている字句や言葉について説

明した資料である。文言の意味や指し示す範囲を明記することで、受注者／発注者間での言葉について

の認識を共有化することができる。 

 

4.有効性の検証 

当分科会では、作成したツールがシステム開発作業で活用可能であるかを評価する為、主に上流工程

の経験者を中心に 90 名を対象にアンケートを実施した。 

『項目網羅性』『内容妥当性』『使用容易性』『案件汎用性』『適用時有効性』『資料完成度』についての

感想を問う設問４８問について「非常にそう思う:7」から「全くそう思わない:1」までの７段階で回答

をいただいた。どの部位についても回答者の属性に関わらず全般的に高い評価を得ている（図表 2）。 

上流工程の経験年数により評価の差異を分析していくと、特に経験年数が 2年以下の場合に全般的に

評価が 1段階程度大きくなっていることがわかった（図表 3）。これは、このツールが上流工程の経験年

数の少ない人にとって非常に有用なものであると認識していただいた表れと考えられ、経験によって属

人化している非機能要件定義の作業について一定のレベルまで引き上げる事ができる事を表している。 

 

5.まとめ 

当分科会ではシステム開発実務者の目線で見える化をはかりたい、というメンバー全員の思いから非

機能要件の特性を整理し『非機能要件見える化ツール』を提案した。 

今まであまり非機能要件の重要度を認識していなかった方はこれを機会に取り組みを始めてもらいた

い。重要度も認識しており、非機能要件が既に社内規格化されていたとしても、抜けや漏れを確認する

という視点でご一読いただきたい。そういった作業段階を経ることで、その情報システムのシステム強

度はより適切に保たれリスクは低減するものと思われる。 

皆様のシステム開発における非機能要件定義において、ぜひ「見える化ツール」を活用していただき、

プロジェクト成功の一助になれば幸いである。 

 

    

図表 2 全般的な評価図表 図表 3 上流経験年数による評価 
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 利用者部門を主体とした 
ユーザーインターフェース設計の進め方 

－UI 設計に利用者要件を効果的に反映するには－ 

 

アブストラクト 

 

1.研究の背景／課題／問題認識 

現在のシステム開発現場では、UI設計(ユーザーインタフェース設計)で抽出すべき利用者部門の要件

がシステム仕様に盛り込まれておらず、後工程(システムテスト以降)において手戻り等重大な問題が頻

繁に発生している。UI設計において利用者部門の要件がシステム仕様から漏れる理由として、以下のこ

とが想定される。 

・利用者は具体的にシステムをイメージできないため、要件を十分に発想できない 

・利用者は要件を開発者へ曖昧性なく正確に伝えるのが難しい 

・利用者は既に出した要件にどういったものがあるか、またそれらがシステム仕様にどのように反映

されているかを明確に把握できないため、システム仕様が要件を満たしているか確認できない 

 

2. 研究アプローチ／研究の進め方 

本研究では前述の問題を解決するには、利用者が直接要件を表現しそれを伝える方法と、利用者要件

がどのようにシステム仕様に反映されているかを示す方法を備えることにより実現できるという仮説を

立て、これを実開発に適用することで検証し、当設計手法の有効性を示す。 

なお、研究対象は外部設計工程であり、中でも利用者と密な関係にある UI設計に着目した。 

その上で、以下の 3つのアプローチを考えた。 

・利用者が具体的な要件を提示できる開発手法であるプロトタイプを UI設計で実施する 

・ユーザーレビューの中で利用者が提示した要件と、それを反映したシステム仕様のトレーサビリテ

ィを確保する 

・提示された要件を正確に把握するため、要件を管理する方法を確立する 

 

これらのアプローチに関する既存研究として、日本情報システム・ユーザー協会(JUAS)の「要件仕様

定義ガイドライン」がある。ここでは、利用者が直接要件を表現し伝える方法として 3つのプロトタイ

プ(ペーパー・プロトタイプ、スクリーン・プロトタイプ、オンライン・プロトタイプ)、また前工程(要

件定義)で得られた利用者要件とシステム仕様のトレーサビリティを確保する方法が提示されている。 

しかし現状の問題を解決するために必要となる以下の点について言及されていない。 

・ 利用者によるプロトタイピングを UI設計の各作業項目の中にどう位置付け、使っていくか 

・ ユーザーレビューの中で提示された要件とシステム仕様のトレーサビリティ 

 

これらの問題点を解決するために以下の手順で研究を進めた。 

① 現状の外部設計工程における作業・ドキュメントとそれらの関連性を調査し、外部設計工程の

作業項目を明確にする。 

② ユーザーレビューの中で提示された要件の管理方法を考案し、要件とシステム仕様(ドキュメン

ト類)のトレーサビリティを確保する方法を確立する。 

③ プロトタイプ手法を UI 設計の中にどう位置付け、使っていくかを検討する。 

④ 利用者が UI設計の各作業の中で要件を表現する／開発者へ伝える方法を明確にする。 

⑤ 研究の有効性を判断するための評価方法を検討する。 

⑥ 実プロジェクトに本研究の内容を適用し、有効性を検証する。 

⑦ 当研究を実プロジェクトへ適用するためのガイドラインを作成する。 

11
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3. 研究内容／研究成果 

 上記手順に従って、以下の内容を規定した。 

(1) UI 設計の進め方を規定 

プロトタイプを含む工程内の全ての作業項目と、それらの前後関係を明確にした。また、各作業項

目単位の進め方(レビュー方法、JUAS 提唱の 3種プロトタイプの使い方など)も定義している。作成す

るドキュメントについてもフォーマットを定義し、ドキュメントと各作業項目との関連を明確にした。 

 

図表 1  UI 設計 作業フロー（抜粋）      図表 2  UI 設計 作業項目 関連図（抜粋） 

    
 

(2) 要件とシステム仕様のトレーサビリティを規定 

プロトタイプ手法・利用者の要件・ドキュメントの 3者を相互に関連付けすることにより、要件と

システム仕様のトレーサビリティを確保する方法を確立した。 

 

       図表 3 トレーサビリティ（例） 

  
 

(3) ガイドラインを作成 

当研究を実プロジェクトへ適用するためのガイドラインを作成した。 

(4) 実プロジェクトへの適用を通じた当開発手法の評価 

テスト工程において発生した障害を計測することにより、全障害に対する外部設計工程に起因する

障害の割合を測定し、外部設計工程が改善されていることを評価した。 

 

4. 評価／提言 

評価は、過去プロジェクトと適用プロジェクトを比較する形で実施し、定量評価(外部設計工程に起因

する障害件数、稼働後要望件数 など)と定性評価(アンケート:要件が適切に管理され確認しやすかった

か 等)の両側面から検証を行った。 

検証結果から、適用プロジェクトは要件が明確ではなかったにも関わらず、最も要件が安定している

過去プロジェクトとほぼ同等の結果となり、他の過去 6プロジェクトとは大きく改善されていたため、

要件獲得が十分に行われたものと考えられる。 

特に要件の管理・反映に関する評価については、過去プロジェクトに比べ大きく改善されているとの

結果が出た。更に、適用会社の標準値では同規模プロジェクトにおいて稼動後には平均 4件の障害とシ

ステム改善要望が発生するが、当手法を用いた開発では障害、システム改善要望とも 1件も発生しなか

った。 

これにより、本研究結果は今後、UI 設計で利用者の要件を漏れなくシステム仕様に反映する方法とし

て十分に活用できることが実証できた。なお、この開発方法はメンバーのプロジェクトにおいて、今後

実適用することが決まった。 
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Ｗｅｂアプリケーション見積りの精度向上 
 

－発注する側、受注する側が納得する見積りへ－ 
 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景 

昨今のＷｅｂアプリケーション見積りは、要求の高度化や技術進歩の速さ、不透明な市場価格などの

要因から特有の困難が発生している。また、発注者と受注者の間で見積りに対する認識が異なっている

ことが多い。このような状況の中で見積りを行なうと、予算超過などの問題を引き起こすことが多い。 

そのため、Ｗｅｂアプリケーション特有の要素を補い、発注者・受注者間で認識を合わせ納得できる

見積りを行なうことで、見積りの精度を向上させることが求められている。 

見積りはタイミングによって、適用すべき手法やインプット情報が異なり、目指すべき精度も異なる。

商談時、要件定義完了時の見積りは、契約や費用に関わり、下流工程にも影響するため重要視される。

さらに、上流工程であるため要件が不透明で、ブレが大きくなる可能性が高い。 

そこで本研究では、商談時、要件定義完了時の見積りに着目し、各工程で見積り精度向上を研究する。 

 

2. 研究内容 

2.1. 商談時の見積り精度向上 

2.1.1. 研究のアプローチ 

商談段階における見積りでは、発注者・受注者の見積りに対する考え方が各々異なっており、結果的

に根拠が曖昧で発注者側の予算的制約をギリギリ満たせるような見積りが行なわれる傾向が強い。 

このような見積りをもとにして契約を行なった結果、赤字プロジェクトに陥る等の様々な問題へと繋

がっていくことが考えられる。 

商談段階における見積りでは、実績に近い見積りを作成するには情報が不足、かつ詳細でないため困

難である。しかし、後の要件増加やリスクの顕在化に対応できるよう、発注者と受注者の間で見積り結

果（費用、機能、期間、リスク等）に合意しておくことは可能であり、両者の合意が商談段階の見積り

における精度向上であると位置づけられる。以上より、発注者・受注者間で見積り結果に合意できてい

ないことが根本的な課題と捉え、研究を行なう。 

2.1.2. 研究成果 

商談段階の見積り工程を整理し、工程ごとに原因を分析すると、「見積りの内訳が不明確」「見積りの

考え方、前提が不明確」「項目が抜けている」「前提や考え方などの見積り根拠が書かれていない」「基準

となる一般価格が無い」「見積り手法が明文化されていない」という 6点が挙げられる。 

上記原因の対策を内包した見積書を作成することで商談段階における問題を軽減できると考え、以下

の項目を含む「商談見積りフレームワーク２００９」を作成する。 

 

図表 2-1 見積書項目 

見積書項目 説明 

リスク要因 あらかじめ想定されるリスク要因を一覧として定義する。 

非機能要件一覧 あらかじめ想定される非機能要件を一覧として定義する。 

開発費用詳細 機能別・工程別にマトリックス状に区分けした詳細な見積りを記述する項目

を設ける。 

世の中の相場 ＩＰＡ、ＳＥＣが算出した指標（人月あたりのファンクションポイント（Ｆ

Ｐ）、コード行（千行単位、ＫＳＬＯＣ））を記載する。 
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2.1.3. 評価とまとめ 

「商談見積りフレームワーク２００９」について、発注者、受注者の立場で各々評価した結果、双方

の認識が一致しやすくなるという評価を得た。また、商談を得るには不向きとなる項目が提示されてい

るという評価も存在したが、各社商談見積りフレームワーク２００９を用い商談段階の見積りの共通化

を図ることで、発注者、受注者間で見積りの内容が納得できるようになると考えている。 

 

2.2. 要件定義完了後の見積り精度向上 

2.2.1. 研究のアプローチ 

Ｗｅｂアプリケーションにおける要件定義完了段階での見積りの現状、問題点を分析した結果、画面

機能・画面遷移間機能といった画面構成要素の情報が不足しており、見積り担当者は情報の不足を自ら

の推測や過去の経験や勘・実績により補っていることが多いため、発注者・受注者間で認識のズレが生

じ、人により見積り方法が依存してしまっているという点が挙げられた。 

そこで本研究では自らの推測や過去の経験や勘・実績に依存することなく、発注者・受注者間での認

識を合わせやすく、人に依存することなく客観的に見積りを行う方法について研究を進めることとした。 

2.2.2. 研究成果 

Ｗｅｂアプリケーションの規模を見積るためのツールとして、「画面構成要素引出法」を提案する。 

(1) 画面機能および画面遷移間機能の洗い出し 

各社持ち寄ったＷｅｂアプリケーションのサンプルについて画面機能と画面遷移パターンおよび画

面遷移時機能の洗い出しを行い、遷移パターンとして「検索画面遷移パターン」「更新画面遷移パター

ン」「単純画面遷移パターン」を決定した。(図表 2-2) 

(2) ポイント表の作成 

洗い出した画面機能および画面遷移間機能ごとに「入力情報」「データ参照有無」といったＷｅｂア

プリケーション独自の要素としての付加ポイントを決定し、画面遷移パターン別に機能の有無を評価

するポイント表を作成した。(図表 2-3) 

(3) 見積り計測シートの作成 

画面遷移ごとに、画面機能と画面遷移パターンおよび画面遷移時機能を選択し、選択した結果から

自動でポイントを計測し、Ｗｅｂアプリケーションの規模を算出できるツールを作成した。(図表 2-4) 

 

図表 2-2 画面遷移パターン    図表 2-3 ポイント表       図表 2-4 見積り計測シート 

    

 

2.2.3. 評価 

「画面構成要素引出法」を使用してサンプルのＷｅｂアプリケーションの見積りを行なうと、要件定

義完了段階よりブレが小さいと思われる後工程の見積り結果と相関がみられた。また、複数人で見積り

では、見積り結果のバラつきが小さかった。この結果、画面構成要素に関する情報を発注者・受注者間

で認識を合わせ、補完し客観的な方法で見積ることで、ブレが小さく人に依存しない見積り結果を得ら

れる。 

 

3. 提言 

これまで見積り精度向上というと、見積り値と実績値ばかりが注目されていた。しかし、要件が不明

確で変動する要素が潜在しているプロジェクトでは、各工程で受注者、発注者間の認識を合わせ納得で

きる見積りを行なうことが重要である。 
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Ｗｅｂアプリケーション基盤と開発環境 
 

－ そろそろＷｅｂ２．０化しませんか？－ 
 

アブストラクト 

 

1. 既存 Web アプリケーションを Web2.0 化したいけどできないを解決 

Google Map に代表される操作性の良い Web アプリケーション、SaaS と呼ばれるサービス形態、また

mixi に代表される SNS など、Web2.0 と呼ばれる技術が近年著しく発展している。そのような中で、企業

向け Web アプリケーション開発においても「もっと使い勝手の良いものにしたい！」「もっとかっこよく

したい！」という顧客からの要望が増加している。しかしながら、実際に Web2.0 アプリケーションの開

発手順、開発環境を考えると以下のような課題に直面し、開発コストが増大したり開発を断念したりす

る場合もあるだろう。 

(1)業務アプリケーションに Web2.0 技術を適用するにあたり、機能、採用基準、メリット・デメリッ

トなどが不明確である。 

(2)既存の設計手法、開発手法をそのまま Web2.0 開発においても適用しており、Web2.0 特有の要素を

反映しないまま進めている。 

そこで当分科会では、これらの課題を解決するために、既存 Web アプリケーションを Web2.0 化する際

の指針となる「Web2.0 適用／方式設計ガイドライン」を策定することを研究の目的とした。 

 

2. 使える「Web2.0 適用／方式設計ガイドライン」の策定手順 

実業務で使える「Web2.0 適用／方式設計ガイドライ 

ン」を策定するために、アプリケーション構築に関わ

る技術要素面に絞った観点から Web2.0 を掘り下げる

こととした。また、広義な解釈ができる Web2.0 の中で

も「リッチユーザーインターフェイス」「非同期通信」

「マッシュアップ」の 3点に重点を置き、ガイドライ

ンの適用範囲を次の通り定めた。 

【対象者】 

 ・顧客との商談において、Web2.0 を利用した Web       

アプリケーションシステムの提案を行う人 

 ・Web2.0 を利用した Web アプリケーションシステム

構築における要件定義を行う人 

 ・Web2.0 アプリケーション方式設計者 

【利用シーン】 

・企画工程／要件定義工程／方式設計工程 

図表 1に示す研究手順について以下に説明する。 

(1) ガイドライン草案策定 

顧客要望と技術の関連付け、開発環境の調査、

方式設計の考慮点の洗い出しを行い、内容の過不

足等検討の上でまとめ、ガイドライン草案とした。 

(2) 検証 1・・・本当に現場で使えるの？ 

ガイドライン検証の第 1段階として、Web2.0 要 

素を取り入れた仮想的ステムを開発し、そこで得られた課題を反映することとした。ここでは、「シ

ョッピングサイト等に比べ、Web2.0 化があまり進んでない」などの理由から図書館システムを選定

し、Java と.NET の 2種類の言語でアプリケーションを開発した。 

図表 1 研究手順 

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

草案 

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

0.9 版 

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

初版 

OUTPUT

INPUT 

OUTPUT

INPUT 

OUTPUT

INPUT 

Web2.0 技術要素 

・開発基盤調査 

Web2.0 模擬アプリ 

企画～開発 

机上設計・ 

第三者評価 

定期的な 

メンテナンス 

【(2)ガイドライン検証１】 

【(3)ガイドライン検証２】 

【(1)ガイドライン草案策定】 
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 結果として、「参照できるポイントが少ない」「考慮点が伝わりづらい」等多くの問題点があるこ

とが判明したが、大小さまざまな改善を施した 0.9 版で次の検証を行うこととした。 

(3) 検証 2・・・目的、対象者に合っているの？ 

 ガイドライン検証の第 2段階として、検証 1で開発した図書館システムへの機能追加を想定した

再検証と、第三者によるアンケート調査による評価を行った。 

 再検証では、「技術調査の為の時間が短縮され開発効率のアップにつながった」「手戻りなく開発

を進められた」と問題点が改善されている結果が得られた。また、アンケート調査では「具体性・

論理性」「各社で利用可能か」等 6項目中 5項目で「そう思う」「どちらかといえばそう思う」とい

う高評価が 90%に上った。ただし、「長く使える内容か」については 70%にとどまった。評価コメン

トで多数あった要望は可能な限り反映させ、ガイドライン初版として、完成させた。 

 

3. 「Web2.0 適用／方式設計ガイドライン初版」は使える！ 

図表 2、図表 3に完成したガイドラインの一部を紹介する。 

 

  

 

 

図表 2は提案や要件定義時に顧客からの要望が想定さ 

れる Web2.0 の技術要素や各種制限について、実装可否 

および実装方法が一目でわかるよう「顧客要望」と「実 

装方法」をセットにしたマトリクスである。ガイドライ 

ンでは 7分類 22項目の Web2.0 要求項目について複数の 

実装方法を記述している。 

 図表 3は、Web2.0 の方式設計時に検討が必要な項目に 

ついて、「特徴」「選択指針」「事例」を記述し、Web2.0 

開発未経験者でもアプリケーションの特性に応じて何を 

採用すればよいかの指標がわかるようになっている。 

この通り、「Web2.0 適用／方式設計ガイドライン」は 

フレームワーク等技術情報部分の定期的なメンテナンス 

が必要であることが課題ではあるものの、当初の課題を 

解決し、本来の目的を十分に達成しうるものと考える。 

また更なる改良を要する点としては、開発技術者以外の 

人への配慮を行うことや、具体的な図やフローの掲載等 

が挙げられる。 

 

4． Web2.0 化の波をあなたの会社でも ～当分科会からの提言～ 

Web2.0 といっても、内部で使用されている技術は特別新しいわけではなく、既存技術の組み合わせ

である。それら既存の技術を組み合わせることにより、サービスの可能性が無限の広がりを見せる。

また、既存の便利なサービスを自身のアプリケーションに組み込むことで、サービスの向上及び大幅

なコスト削減が図れる、という点も大きな魅力である。技術革新のスピードが加速している現代で「新

しい仕組みを取り込む部分」「既存の仕組みを残す部分」の取捨選択を迫られることはどのようなシス

テムにおいても避けては通れない道となる。まさにその指標を示してくれるのが「Web2.0 適用／方式

設計ガイドライン」であるだろう。 

まだ Web2.0 化していないアプリケーションには、多くの宝が眠っているはずである。これから

Web2.0 アプリケーションを初めて開発する人も、既に Web2.0 アプリケーションを開発している人もガ

イドラインを活用し、宝を掘り起こす時が来た。 

「そろそろ Web2.0 化しませんか？」

図表 2 『Web2.0 システム要件の実装方式』より抜粋 

図表 3 『Web2.0 アプリケーション方式設計指針』より抜粋
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Ruby on Rails によるアプリケーション開発 
 

－Rails は実業務で使えるのか？－ 
 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景と課題 

Ruby on Rails（以下 RoR）は、オブジェクト指向スクリプト言語 Ruby をベースにしたオープンソー

スの Web アプリケーションフレームワークであり、DRY（Don’t Repeat Yourself/繰り返しを避けよ）、

CoC（Convention over Configuration/設定より規約重視）の設計思想や、高い生産性で注目を集めてい

る。本分科会のメンバーは、自社でのシステム構築の際に、RoR の適用により開発のスピードアップや

コスト削減が図れるのではないかとの期待を持っていたが、同時に次のような課題もあった。 

(1) 実用アプリケーション構築の経験不足・・・書籍などから基本的な実装例を学ぶことはできるが、

実業務で構築するシステムでは多種多様な機能が要求される。まだ RoR の知識や経験に乏しいため、

それらの機能が実現できるかどうかの判断がつかない。 

(2) 適用すべき局面の判断材料不足・・・プログラミング言語やフレームワークの選定において、RoR

が選択肢にあがった場合の採用根拠となり得る情報を持ち合わせていない。 

(3) 開発プロジェクトを推進するノウハウの不足・・・一定規模以上のシステムを構築するには、相

応の人数によるチーム開発が必要となる。その場合の開発体制や手順の指針が定まっていない。 

本分科会では、これらの課題を解決するための作業を通じて、実業務でのシステム構築にあたって RoR

が現実的な選択肢となり得るのかを見極めることとした。 

 

2. 研究のアプローチ 

従来、Java や.NET で Web 基幹系業務システムを開発する際には、開発プロセスを定めて、プロジェク

ト要件を実現するための考慮点や手順を整理するような工夫をするのが一般的である。分科会では、RoR

を用いて業務を構築する際も同様な工夫が必要であると考え、標準プロセス体系（SDEM）をベースとし

た開発プロセスに則り、RoR による基幹系業務アプリケーション開発を試行することとした。そして、

その体験から得られた知見を集約し、開発基盤として RoR を選択する場合の判断基準や、実際に RoR で

開発を行う場合の注意事項が盛り込まれたドキュメントを作成することとした。 

 

3. 研究内容 

分科会では、以下の手順により研究を実施した。  

(1) 適用指針整理表の策定・・・基幹系業務システムを構築する際に検討すべき項目や実装すべき機

能を評価ポイントとして抽出し、適用指針整理表を策定した。まずは、メンバーの経験に基づき、

現時点で保有している一般的な知識を記入した。 

(2) 開発ガイドラインの策定・・・SDEM 開発プロセスの工程をベースとして、RoR 適用時に特別に考

慮が必要と考えた事項を盛り込んだ開発ガイドラインを策定した。 

(3) 実証システムの仕様策定・・・基幹系業務システムを想定した実証システムの仕様を策定した。

実証システム「RUBYLS」は、書籍販売業の基幹業務を想定しており、書籍検索／注文、書籍情報管

理、注文管理、在庫管理の機能を有している。その際、適用指針整理表に挙げた評価ポイントの中

から重要度の高い機能を盛り込んだ。 

(4) 実証テーマの設定・・・開発ガイドラインに盛り込まれている内容から、開発プロセス上で特に

重要で実証システム構築により検証が必要と考えた項目を実証テーマとして設定した。 

(5) 実証システム開発と開発結果の評価／フィードバック・・・10人のチーム編成（RoR 開発経験者

無し、Ruby 経験者 1名）により、策定した開発ガイドラインに沿って、実証システムを開発した。

また、開発から得られた知見を整理し、適用指針整理表と開発ガイドラインへフィードバックした。      
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4. 研究成果 

分科会での研究活動の結果、以下に示すような成果が得られた。 

4.1  知見としての成果 

(1) 実装から得られた定性的結果・・・実証システムの開発を通じて、開発コスト、開発要員（開発

体制、開発に必要なスキル）、品質特性（提供される機能集合、セキュリティ機能、ドキュメント

類の整備状況、習得のし易さ、規約の実用性、ソースの見易さ、仕様変更への強さ、バージョンア

ップの状況）、開発ツールについて評価した。 

(2) 機能としての充足・・・基幹系業務システムを構築する上で重要度が高いと判断した機能を選定

し、実証システムに盛り込み、確認した。 

(3) 実証テーマの評価・・・実証システムの開発を通じて、実証テーマの具体的な作業内容や留意事

項について明らかにした。実証テーマは、「Scaffold ジェネレータの利用」、「Ajax 技術の利用」、

「プラグインの利用」、「帳票機能の実装」、「本番環境の構築方法」、「MVC 及びプログラム構造」、「ト

ランザクション処理の実装」、「開発中 DB変更の管理」、「RDoc によるドキュメント生成」「コーデ

ィングレベルのセキュリティ対策」、「チーム開発」、「デバッグ方法」、「テスト機能」の 13テーマ

である。 

実証システム開発を通じ、RoR の機能充足を確認した一方、考慮すべき点を明確にすることができた。 

4.2  ドキュメントとしての成果 

(1) 適用指針整理表・・・評価ポイントを以下のように整理し、研究活動で得られた知見を示した。 

【Ａ表】適用判断の観点・・・開発コスト、開発要員、品質特性、開発手法、開発環境、データ 

移行、ライセンス 

【Ｂ表】機能実装の観点・・・認証系、エラー制御、DB系、バッチ系、UI系、セッション管理、 

外部システム連携、言語仕様、セキュリティ対策、ヘルパー機能 

(2) 開発ガイドライン・・・開発プロセスの各工程での作業時の指針として有用と思われる知見を、

文書化した。アプリケーション分野（SDEM のカテゴリ D）での UI～IT の各工程を対象とし、「各工

程の作業指針と RoR 導入のポイント」を示している。また、RoR 導入を容易にする補足情報として、

「RoR 概要」、「インストール方法」、「コーディング規約」、「RDoc 利用方法」、「本番環境構築方法」

も示している。 

 

5. 評価／提言 

分科会での研究活動を通じ、RoR は実業務でのシステム構築にあたって十分な機能を備えており、基

幹系業務システム開発の現実的な選択肢になり得るとの判断に至った。コーディング量の少なさから品

質や保守性向上の効果につながることが RoR の魅力である。性能面に関しては、本分科会の実証システ

ム上での問題は発生しなかったが、実適用時には評価が必要と認識している。仮に性能的な問題が発生

した場合でも、ハードウェア・ソフトウェア双方の観点から適切なチューニングを実施することにより

解決することができると判断している。研究当初に持っていた課題に対しては、次のような結論を得た。 

(1) 基幹系業務システムを RoR で構築する妥当性・・・機能要件を達成する観点では、RoR は Java

と比較しても遜色はない。性能や信頼性は不都合ない程度には確保されている。 

(2) RoR の適用を検討する際の留意事項・・・RoR の技術は変化が激しく、バージョン間で非互換が

発生する場合がある。また、実装作業をスムーズに進めるためには、Ruby 言語を含め、RoR への幅

広い理解が必要である。このようなことから、RoR やプラグインのバージョンを早期に確定し、RoR

開発経験者が開発要員を支援できるような体制を作ることが不可欠である。 

(3) 開発プロジェクト推進時の留意事項・・・RoR では規約に則って開発することが生産性・品質に

直結する。そのため、規約をプロジェクトへ浸透させ、早い工程から設計上の考慮に入れる必要が

ある。 

現在、RoR は黎明期から普及段階に差し掛かっており、既に先進的な企業での採用実績も多くなって

きている。今後は多くの企業でのシステム構築に Java と並んで RoR の適用が検討され、RoR による開発

プロジェクトを推進していく局面は増えていくと予想される。本分科会では企業内の業務システム開発

における RoR 導入を一足先に体験することができた。 

今後、RoR 適用の検討、あるいは、RoR を使用した開発を行う企業の皆様に、本分科会の成果物を活用

していただき、プロジェクト成功の一助となれば幸いである。 
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仮想化技術の活用 
 

－「仮想化を活かそう！」－ 
 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景 

2007年度研究分科会「最新技術を利用したサーバ統合」では、仮想化によるサーバ統合の効果を「業

務システムとハードウェアの分離による柔軟かつ低コストなサーバ統合の実現」と結論付けたが、その

他の効果については未評価となっていた。 

昨今、多くのベンダがサーバ仮想化技術には様々なメリットがあると提唱している。しかし、その様々

なメリットについて言及しているユーザ事例は少なく、自社でのサーバ仮想化技術の適用時にベンダの

言うメリットが享受できるのか、懐疑的な立場のユーザは数多く存在する。 

そこで当分科会では、サーバ仮想化技術のサーバ統合以外の効果について検証することで、ユーザが

感じるサーバ仮想化に対する不安を払拭することを試みることとした。 

 

2. 研究のアプローチ 

情報システムに求められる経営上の課題とされる、「資源利用効率の向上」「障害リスクの軽減」「消費

電力・空調コスト・CO2排出量削減(グリーンIT)」「運用管理負荷の軽減」の内、昨年度に評価された「資

源利用効率の向上」以外の項目について調査・検証を行い、それを達成する為にサーバ仮想化技術を利

用する際の指標・手法を明らかにすることとした。 

(1) 障害リスクの軽減 

企業の規模を問わず、事業継続性の検討の必要性が高まってい

ることから、仮想化環境におけるDR(Disaster Recovery)環境構

築について調査、検討する。またDR環境構築には本番環境のバッ

クアップが必要であるから、仮想化環境におけるシステムバック

アップの手法についても調査、検討する（図表1）。 

(2) 消費電力・空調コスト・CO2排出量の削減(グリーンIT) 

仮想化環境を構築した物理サーバが消費する電力の最適化について調査、検討する。 

(3) 運用管理負荷の軽減 

運用担当者の作業負荷と運用コストの圧縮を実現するための、企業の人的資源の割当について調

査・検討する。 

上記3つの課題に対し、特に中小企業における仮想化技術の活用方法を模索すべく、ケーススタディとし

て仮想企業を設定して仮説・検証を行った。 

 

3.研究内容･成果 

(1) 障害リスクの軽減 

・DR環境の構築 

仮想化によるDR環境の構築について、「時間」、「費用」、「品質」の3つの面から検討した。 

時間面では、仮想化技術によるリストア作業の単純化により、DRの大きな要素であるRTO（目

標復旧時間）の短縮が期待されたが、物理・仮想化環境による明確な違いが現れるものではない。 

費用面では、物理環境に比べ設計期間・構築期間が短縮され、それがもたらすコスト削減効果

は増加していくと想定される。 

品質面では、まだ仮想化市場が成熟していないことがネックとなっている部分が存在する。 

しかし、これは仮想化市場の成長によりプロダクト自身の成熟、および多様な新プロダクトの

展開によって徐々に解決されることを期待する。 

図表 1 事業継続に向けたＤＲ環境 
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・バックアップ手法 

仮想化によるバックアップ手法について、「均一なバックアップ」を「低コスト」で実現する

ために最適な「バックアップ方式」と「システム構成」が明らかになった。 

(2) 消費電力・空調コスト・CO2排出量の削減(グリーンIT) 

グリーンITの効果を最大化する仮想化技術の適用方法は、仮想化

後のCPU使用率、仮想サーバの台数を軸に、仮想化による環境効率、

処理時間、消費電力量の変化を複合的に評価することで捉えること

ができる(図表2)。 

これらの要素を統合した数式モデルを用いて、仮想化によるグリー

ンITの効果を指数化し、その効果を評価することが、企業における

仮想化技術によるグリーンITの実践において有用である。 

(3) 運用管理負荷の軽減 

仮想化技術が運用管理負荷の軽減に有効であることは昨年度の論文が示した通りであるが、仮

想化された個別システムの運用管理だけでなく、非仮想化システムを含めた全社レベルの運用管理

を考えると、それらが全て仮想化によって最適化されるわけでない。全社レベルで運用管理を最適

化するためには、インフラ運用部隊とアプリケーション部隊の分離が必要である。 

仮想化技術はカプセル化によってハードウェアとアプリケーションを分離し、インフラ運用部

隊とアプリケーション部隊の分離を容易にするものであり、全社レベルでの「運用統合」を行い、

全社レベルでの運用管理負荷の軽減をするための有用な手段として、活用していくべきである。 

 

4.評価 

各検証結果をケーススタディモデルに適用し、中小企業における仮想化の適用について評価した。 

(1)グリーン IT（図表 3） 

実機検証の結果を用いてシミュレーションを行った結果、消費電力の削減による CO2 排出量の削

減(旧サーバ比:-76.4%)と、アプリケーションの実行速度の 11.7%向上となり、エコロジー(環境性)

とエコノミー(経済性・効率性)を両立することができるシステム構成をつくることができた。 

(2)バックアップ手法 

仮想化技術「標準」の機能と「無償」のツールだけで、個々

のサーバ環境に依存しない「均一なバックアップの提供」を実

現することができた。 

(3)DR 環境の構築 

システム設計時に課題となりうる、「ネットワーク設計」「デ

ィレクトリ設計」「リソース設計」「DRサイト側のサーバ用途多

様化」についての考慮点を明確にした。 

(4)運用管理負荷の軽減 

システム管理要員を、インフラ運用部隊とアプリケーション

部隊に分離した結果、インフラ運用部隊により社内の全システ

ムのインフラは統合管理され、運用管理負荷の軽減ならびに、全システムにて対応が迫られるバッ

クアップや DR、IT 全般統制等においても均一の品質、体制で柔軟な対応が可能になった。 

 

5.提言 

世界的不況により、仮想化の導入を検討したが、イニシャルコストを理由に見送った事例もある。 

しかし、目的と将来像及びコストを明確にしてスモールスタートすれば、大きな初期投資は不要で、

かつ仮想化のメリットを十分に受けることが可能である。またそれは、IT投資費用の制約が多い中小企

業でも享受することができると考える。 

 ユーザは目先のコストに惑わされず、仮想化技術の活用がもたらす中長期的なコストメリットに目を

むけ踏み出すべきである。ただし、ベンダの提案に踊らされず(鵜呑みにしない・言いなりにならない)、

明確な自社の IT未来予想図(ToBE)を持ち、ITインフラの設計・ポリシー策定を行うべきである。 

 ハードウェア・ソフトウェアベンダ及び SIer は、ユーザに対して適切なソリューションの提供とコン

サルティングを行い、中長期的なスパンを視野にいれた仮想化技術のサポートを期待する。 
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図表 3 構成とグリーン IT 効果の比較
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図表 1 研究の進め方 

 

企業内ビジネスコンテンツのあり方 
～効果的な ECM の構築に向けて～ 
－戦略的コンテンツ活用のすすめ－ 

 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景 

情報爆発が発生したと言われる 2000 年以降、企業内の情報量は、処理または管理できる能力を超える

程に膨れ上がった<内的要因>。取り扱う情報の電子化比率が増えたことで、改竄・複製、移動が容易で

あるという電子化情報の特性を利用した企業内不正や責任問題が発生するようになった<外的要因>。 

折から、ECM(Enterprise Content Management)という手法が欧米で提唱され、日本国内においても導

入の兆しが見え始めた。多くの企業は、情報爆発とコンプライアンスへ対処するためコンテンツ管理の

必要性を認識してはいるが、行動に移せていないのが実情である。その問題認識は以下である。 

 事業経営する立場…コンテンツ管理の必要性、事業と連動したビジョン、導入する効果の明確化 

 システム管理者の立場…コンテンツ管理の目的と効果の明確化 

 利用者の立場…コンテンツ管理インフラの導入と運用管理に関する効果的方法の明確化 

 

2. 研究の進め方 

(1)現状認識 

ビジネスコンテンツと ECM に対する考え方につい

て認識合わせを行った。結果、次の認識を得られた。 

 ECM 導入プロセスが標準化されていない 

 内的/外的要因の影響が明確になっていない 

(2)企画承認プロセス調査・分析 

課題解決に必要な情報は、ECM 導入に向けた企画

プロセスを調査で得られると考え、本分科会 10社の

企画プロセスを集めた。調査項目を以下に設定した。 

 導入決定部門、業種、会社規模、戦略による違い、導入目的、期待効果、標準技術、ITガバナン

スの考慮 など 

(3)仮説の設定 

「適切なコンテンツ管理を企画する考え方と手順に従うことで、コンテンツに関する課題を解決する

施策の立案ができる」とした。 

(4)ECM 関連情報の収集 

ECM やコンテンツに関する定義、効果、機能などの実態を把握する為の以下の主な情報収集を行った。 

 ベンダー製品…Gartner評価のECMリーダ企業(IBM,EMC,OpenText,Oracle,Microsoft)の製品調査 

 法令要件…帳票類の関連法規を収集し、保管期間や ECM の機能要件の洗い出し調査 

 ドキュメント管理事例…自社事例、製品適用事例を収集し管理目的や期待効果と導入機能を調査 

(5)ガイドライン作成 

「ECM 導入企画ガイドライン」として(2)のプロセスと手順を体系的に整理した。 

(6)検証 

立案された ECM 導入企画採用されるかを実際の企業において仮想検証を行った。主な検証項目は、ア

ンケート/ヒアリング、要件分析、問題点分析、BSC 分析、問題解決施策/実現手段の選定、想定リスク/

期待効果予測 などにおける方法と考慮事項である。 

(7)検証結果の考察、(8)検証結果のフィードバック 

検証において受けた指摘に対して考察を行い、その結果を「ECM 導入ガイドライン」へ反映させた。 

 

21



LS 研:企業内ビジネスコンテンツのあり方～効果的な ECM の構築に向けて～ 

2008 年度 研究成果報告書 

図表 2 コンテンツの分類 

図表 3 成果としてのガイドラインやワークシート類

3. 研究内容・成果 

ビジネスコンテンツは、ビジネス目的(経済的成果)に合わせて活用されるべきだと考えた。それを表

したのが図表 2である。 

ビジネスコンテンツのあり方とは、「ビジネス目的に貢献するビジネスコンテンツを抽出し、活用の場

面を想定した施策を立て、施策を遂行する上での方針・体制・基盤の体系的かつ定期的な見直しを行い、

戦略コンテンツとして活用させ続けること」と定義した。つまり、ビジネスコンテンツがビジネス目的

に合わせて活用されている場合、戦略コンテンツであることを意味する。 

また、上述の課題を解決する手段である ECM とは「企業内に散在するコンテンツを戦略コンテンツと

して活用できるようにする方法論である」とした。 

情報システム部門が自社の抱えるコンテンツに対す

る課題を解決する企画立案で実施すべき作業と順序、

情報を ECM 導入企画プロセスとして明確にした。ニー

ズ・現状把握、検討・分析、立案のフェーズに分割し

た。プロセスは、左から右へ流れるように構成されて

おり、必要なプロセスを順番に実施していくことでビ

ジネスコンテンツのあり方に沿った企画書が立案でき

るようにした。 

ECM 導入企画プロセス作成の過程で再利用ができる

ワークシート類が得られている。 

企画立案における考え方と手順、活用フォーム類は

「ECM 導入企画ガイドライン」として体系化した。 

 

4. 評価 

企画ステージの研究は十分に行えた。ビジネ

ス目的を明確にして、その目的に重大な影響を

与えるコンテンツを正しく認識することが重要

なキーであると位置付け、考え方を導き出した。

その考え方で当初設定した問題に対して、解決

方法も示せている。成果に対する評価は以下の

ものが挙げられる。 

【先見性】 

 ECM の考えを方法論の面から日本国内で

初めて追究(本テーマに対する公開論文、

書籍は皆無) 

 情報戦略の重要性を再認識し企業競争力を高める方法としてコンテンツ管理の考え方を明示 

【独創性】 

 業界団体やベンダーの主張する定義に縛られず、分科会独自の実態調査と討議から考え方を整理 

 情報システムが有効活用されない原因をビジネス目的とコンテンツの戦略的活用の観点から調査 

【有用性】 

 「ECM 導入企画ガイドライン」で、内的・外的要因に起因する課題・原因を払拭する方法を提示 

 ワークシート類は、全て実地検証と評価を行い、結果をフィードバック 

 ガイドラインをすぐに活用できるように活用フォームとサンプルを多数用意 

 

5. 提言 

企業戦略において、全社的な情報管理の統合を追求する動きが社会的トレンドとなるのは自然の流れ

だろう。最後に、本分科会の活動を通して得られた 3つの提言を記載する。 

(ユーザ向け)ビジネスコンテンツはビジネス目的に合わせてもっと戦略的に扱うべきだ！ 

(ユーザ向け)効果的なコンテンツ管理の方法は発展途上である。ビジネスチャンスがここにあり！ 

(富士通向け)コンテンツ管理に関するさらなる探究。そして、有用な思考ツールの提供へ！ 
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頭： 課題が多く頭： 課題が多く
頭痛がする頭痛がする

体： 不況で体力がなく体： 不況で体力がなく
思う よう に動けない思う よう に動けない

足： しかし 、 走り続け足： しかし 、 走り 続け

なければならないなければならない

図表 1 企業太郎の悩み
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図表 2 導入評価分析 

 

次世代企業ネットワークのあり方 
 

－ワークスタイル抜本改革 Nippon Gambare Network－ 
 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景／課題／問題認識 

NTT の NGN 商用サービスが開始され、次世代高速ワイヤレスサービスの準備

も進むなか、SaaS/PaaS に代表されるサービス化の流れも加速の一途を辿って

いる。こうした流れを受け、特に企業活動の根幹を支える情報通信ネットワー

クは大きな転換点を迎えており、企業における技術やサービスの取捨選択は今

後益々困難を極めると予想される。一方で、環境対策、事業継続、雇用維持、

少子化対策など企業の社会的責任に対する重圧も高まっている（図表 1）。 

企業はこうした経営環境の激変に真っ向から対峙し、これを乗り切るための

革新的な施策を必要としている。企業における情報通信ネットワークは、将来

を見据え、どのような姿へ変革していくべきなのかを再考する時期に来ている

ことは間違いない。 

 

2. 研究のアプローチ／研究の進め方 

テーマ設定に関する討議から、企業ネットワークとそれを取り巻く技術・サービスという限定的な範

囲での検討だけでは次世代企業ネットワーク像に辿りつくことは困難だとの結論に至った。そこで、よ

り広範に企業課題全般に目を向けた結果、ワークスタイルの変革の重要性を認識するとともに、柔軟な

ワークスタイルを可能とする「テレワーク」を実現するネットワークこそ、我々が具現化すべき次世代

企業ネットワークだと考え、必要な要件や実現方法などを研究した。 

実際の研究にあたっては、日本テレワーク協会会員の協力を得ながらテレワークの動向を調査した他、

企業ネットワークに適用可能と見られる様々なサービスや技術の動向調査を行い、それぞれの適応性・

課題等に関する議論を通して、次世代企業ネットワークの姿を具体化していった。 

 

3. 研究内容／研究成果 

（1） テレワークの意義と導入施策 

テレワークは、育児や介護と仕事の両立、ゆとり生活実現のための

切り札として狭義に認知される傾向にあるが、本質的には、企業経営

の効率化、地域格差是正、少子化・労働人口の減少対策などの幅広い

分野の課題を解決する潜在力を秘めていることが分かった。より効果

的にテレワークを導入するためには、情報漏えいリスクを最小化しな

がら、「いつでも・どこでも・どんな ITツールからでも」業務が行

えるシンクライアントを軸としたシステム構築の推進が望まれる。 

 

（2） シンクライアント適用評価から見える次世代に向けた課題 

本分科会では、効果的なテレワークの実現に向けて、企業ネットワークをモデル化し、実際にシンク

ライアントを導入した際の評価を通して、効果や課題の分析を行った。 

結果、シンクライアント設備を自社保有する場合、初期設備投資額や管理コストが高額となり、導入

への障壁となり得ることを確認した。一方、近年では自社設備を保有せず、第三者が提供するシンクラ

イアントサービスを利用する形態も可能となってきている。しかし、現状では、一般的に SLA が規定さ

れていないため、遅延や帯域不足などのネットワーク品質劣化の影響により、シンクライアントによる

業務の作業性に支障をきたす可能性が高いと判断した。 
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図表 4 次世代企業ネットワークの姿 

図表 3 次世代企業ネットワーク要件と施策

以上より、シンクライアント導入に対するトレードオフの関係（コストとサービス品質）が浮き彫り

になり（図表 2）、これらの両立を図ることが課題であるとの認識に至った。 

 

（3） 次世代企業ネットワークの姿 

前述の課題を受け、本分科会では次世代企業ネットワー

クの姿として、高品質なサービス型ネットワークを想定し

た。すなわち、企業は価値の源泉たるコアデータベースの

みを保有し、WEB サーバや APサーバあるいはユーザー端末

環境といったインフラストラクチャは仮想化されたものを

利用する。つまり、ユーザーが常にネットワーク越しのリ

ソースを「使う」ことを前提としている。 

本分科会では、この次世代企業ネットワークに対して求められる要件として、図表 3に示す「信頼性」、

「広帯域」、「低遅延」の 3つを抽出した。検討の結果、「信頼性」、「広帯域」については最新技術の導入

によって解決可能であるが、「低遅延」については実機検証および文献等の調査では物理的な距離遅延に

対する決定的な解決策が見出せず、実現のためには新たな施策が必要との結論に至った。 

こうした分析にもとづき、本分科会では、低遅延化の施策も含めた包括的な次世代企業ネットワーク

像を検討した（図表 4）。 

本構成では、クラウドのサービス基盤を各ネ

ットワークサービスのエッジ部分に分散配置す

るとともに、クラウド基盤間を超高速ネットワ

ークで相互接続する。企業は「統合ユーザー認

証基盤」および「企業のコアデータベース」の

みを保有し、クラウド基盤サービス上に動的に

仮想マシンを生成することで、距離遅延を極限

まで低減させる。 

こうして企業は設備の運用管理から解放され、

自社が保有するコアデータベースの高度分析や

利用による企業価値の向上へとシフトする。こ

うした次世代企業ネットワークへの移行により、

従来の共用 WAN サービスとともに企業拠点のネ

ットワーク機器は姿を消し、作業場所や端末へ

の依存性も排除され、オフィススペースや端末

管理も極限まで効率化される。 

 

（4） 次世代企業ネットワークの移行に向けた施策 

各企業は、上記の次世代企業ネットワークへの効率的な移行ステップを考慮しなければならない。第

一に、柔軟でセキュアなテレワーク環境構築に向け、既存の業務ツールを SSL-VPN を利用できる WEB ベ

ースのものに移行すべきである。第二にシステム導入などの際には極力自社資産を保有せず、リモート

デスクトップ ASP などのサービス利用を検討すべきである。例えば、先行してシンクライアント環境の

簡易導入を実施する場合などはサービスベンダーが提供する SaaS 等を活用することが考えられる。さら

に、テレワークや動的な ITインフラ基盤へスムーズに移行するためには、クライアント端末は個人所有

させるという考え方に緩やかに移行することも考えるべき時期に来ているのではないだろうか。こうし

た点も踏まえながら、企業の運用管理ポリシーを見直していく必要があるだろう。 

 

4. 評価／提言 

本分科会では、次世代企業ネットワークのあるべき姿を利用活用の面から議論し、「いつでも・どこで

も・どんな ITツールからでも快適な業務を可能とする究極のユビキタス業務環境」を提供する高品質な

サービス型ネットワークとして、次世代企業ネットワークを具現化した。こうした次世代型ネットワー

ク実現のために、サービスベンダーはネットワークの世界規模のサービス化を促進し、企業はテレワー

クの要素を組み込んだ形での業務プロセスの革新を推進すべきであることを提言する。 

信頼性信頼性

広帯域広帯域

低遅延低遅延
距離遅延への決定的な解決方法が無い

新しい方法が必要

要件要件 要件を満たすための施策要件を満たすための施策

高品質

サービス型

ネッ ト ワーク

専用線への回帰

バッ クアッ プ回線による信頼性確保

 FTTHの普及

次世代ワイヤレスブロード バンド
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ＴＰＳによるシステム開発の現場力の向上 
 

―魅力ある現場への挑戦！― 
 

アブストラクト 

 

1. システム開発現場における問題認識 

プロジェクト管理に関する理論や手法、あるいはプロセス改善のためのガイドラインなどが数多く知

られている。しかし、その多くは厳しく「管理」することに重みを置き、必ずしも現場で働く「人」を

尊重しているとは言い難く、システム開発の現場には後述するような様々な課題が山積している。 

その結果、システム開発の現場には「やらされ感」が漂い、メンバー間の連携も薄く、現場の活気は

失われ、必ずしも「魅力ある現場」とは言えない状況にある。 

 

2. 課題 

研究を始めるにあたって、分科会メンバーがシステム開発の現場で直面している課題を洗い出し、そ

れぞれ主な原因を考えた。（図表 1） 

 

図表 1 現場の課題と主な原因 

課題分類 課 題 主な原因 

状況把握 

としての課題 

メンバー各自の繁忙度やモチベーション状態が

把握できず、作業効率や生産性の低下に繋がっ

ている 

メンタル面を含めたメンバーの状態や、チームの状

況がリアルタイムに把握できないため、バランスよく

作業を負荷分散できない 

メンバー個人 

としての課題 

突発作業の比率が高く、自ら予定した作業に着

手できないため、業務に意欲的に取り組めない 

作業が属人化し、特定メンバーに負荷が偏る傾向

が強く、不公平感を抱いている。また、突発的な作

業で予定が中断され、達成感を得にくい 

チーム 

としての課題 

立場や役割の違いから、メンバーそれぞれが目

指す方向や取り組む意識がチーム内でまとまら

ず、チームの一体感に欠ける 

各自の役割範囲の枠に閉じこもり、チーム目標が

共有されていないため、チーム内の協力体制が築

けず、チームとしての達成感を得にくい 

 

3．「現場力」と研究の目的 

現場をより良くするためには、単なる理論や手法、あるいはガイドラインではなく、さらにトップダ

ウンの指示や命令によるのでもなく、現場で働くメンバーやチームの全員が、自身の能力や特性を最大

限に引き出して、自らも成長することが重要である。 

このように、現場が自律的に改善し、成長し続ける状態あるいは風土を、「現場力」と仮定し、トヨタ

のモノづくりで成果を上げているＴＰＳ（TOYOTA Production System：トヨタ生産方式）の原理原則に

基づいたモノの考え方や捉え方を導入し、現場力を向上させることを目指した。 

 

4. 研究の進め方 

以下の成果をあげることを目標に、それぞれの課題ごとに小チームに分かれ、小集団活動を中心に繰

り返し実践して研究した。（図表 2） 

 

(1) 状況把握としての向上：リアルタイムに状況把握するツールや施策の提言 

メンバーの作業負荷やメンタル状態を可視化して共有することにより、改善のための自主的な行

動を促し、作業負荷の平準化と生産性の向上を目指す。 

 

25



LS 研:ＴＰＳによるシステム開発の現場力の向上 

            2008 年度 研究成果報告書 

(2) メンバー個人としての向上：向上意識を高めるための風土づくり 

一人ひとりが将来あるべき姿を見据えて目標に向かいつつ、常に問題意識を持ち、あるべき姿と

現状とのギャップを認識して、自主的な日々の改善活動を促すための風土を作る。 

(3) チームとしての向上：チーム力を強化するためのツールや施策の提言 

メンバーやチームの目標を共有し、お互いに達成感を得るように、積極的な行動を起こすような

施策を考案する。 

 

 

 

5. 研究実施内容と成果 

各チームの研究内容と成果は、以下の通り。一年間に渡り試行錯誤を繰り返し、様々な取り組みを行

った結果、当初掲げた課題を解決する事ができた。（図表 3） 

 

図表 3 目標ごとの実施内容と成果 

目標分類 実施内容 成 果 

状況把握 

としての向上 

負荷状況を把握するために「ソフトウェアかんば

ん」を、メンタル状態を把握するために「ニコニコ

カレンダー（ニコカレ）」を導入 

負荷状況やメンタル状態の把握により、作業の平

準化とコミュニケーションの活性化が図れた。その

結果、作業効率やモチベーションも向上した 

メンバー個人 

としての向上 

作業の偏りの解消に向けた「作業の平準化」

や、メンバーの誰もが共通の達成感を実感でき

るように「５Ｓカイゼン」活動を実施 

活動により達成感を実感し、自主性や協調性の向

上が見られ、問題意識の高まりとともに、業務に意

欲的に取り組む姿勢が見られるようになった 

チーム 

としての向上 

チームとしての達成感を得るため、組織的に目

標を共有した改善チーム「TeamKaizen」を立ち

上げ、継続的な改善活動を実施 

組織的なチーム活動により、情報の共有と伝達が

スムーズになり、チームとして一体感が形成される

とともに、新たな行動を起こす積極性も生まれた 

 

いずれにも共通しているのは、活動をとおして積極性や自主性、さらに協調性の向上など、現場メン

バーの意識、さらに分科会メンバー自身の意識にも好ましい変化をもたらしたことである。 

これこそが、目標とした現場力向上の実現であり、ＴＰＳが目指している「人づくり」の成果に他な

らない。 

こうした活動の結果、現場には活気が生まれ「魅力ある現場」という本来あるべき姿に少しは近づい

たのではないだろうか。 

 

6. ＴＰＳについての考察 

この研究をとおして、ＴＰＳのモノの考え方や捉え方、つまりＴＰＳの原理原則はシステム開発の現

場にも十分効果的だという結論に至った。 

現場で実践研究してみて分かったことは、ＴＰＳとは根底にある原理原則に基づいたモノの考え方や

捉え方であり、決して単なるツールや手順ではないこと、さらに言えば改善のための行動を促すキッカ

ケに過ぎない、ということだ。 

また、あらためて「知る」と「分かる」は違う、ということも分かった。ＴＰＳは、書籍を何冊読ん

でも机の上で長い期間考えても、所詮は頭のなかの知識でしかなく、実践して初めて身に付くのではな

いだろうか。 

状況把握の向上 

図表 2 研究実施体制 

メンバー個人の向上 チームの向上 小集団活動 

現場での 

実践 ５Ｓカイゼン TeamKaizen 
かんばん 

ニコカレ 
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業務アプリケーションログ分析による業務改善 
 

－業務改善要求に対するログの現状分析・予兆分析－ 
 

アブストラクト 

 

1. ログを取り巻く現状と問題点（研究の背景／課題／問題意識） 

現在、数多くの企業がシステム運用を行う中、多様かつ膨大なログを取得しているものの十分に活用

できているとは言えない。しかし、本来ログは活用の仕方次第で業務改善を成し遂げる手段となりえる

のではないだろうか。当分科会では、ログを活用して業務改善を実現するということに主眼をおいて

研究を進めることとした。 

 

2. 研究アプローチ 

ログはあるのだが玉石混淆であり、活用しきれてない。その主たる原因は、「何のためのログか」、

その活用目的が不明確な状態でログが取得されていたことだと考える。目的が不明確なために、分析の

方法論も確立されたものがなく、分析に必要なログもとりきれてない。当分科会では、業務改善目標を

策定して目的を明確にした上で必要なログを定義、業務改善を検討するアプローチをとった。 

 

3. 新たな業務改善手法とその評価 

当分会では、ログを活用して業務改善につながる独自フレームワークを確立、具体的な事例により

その有効性を検証した。 

(1) A 社事例「営業活動のレベルアップ」（ＲＱＱ分析の提案） 

業務上の成果は、活動の量と質の相乗効果による結果である。 

 成果(Result) = 活動の量(Quantity) × 活動の質(Quality) 

業務遂行者を成果の良否でグループ分けし、各グループ間で活動の量と質を比較分析することに

より、改善機会を発見できる。同仮説のもと、分科会メンバーの A社における営業活動を例にとり、

分析を行った。 

今回は、営業活動による成果を売上高、量を顧客への訪問回数、質を商品 PR、商品採用申請

など９つに分類した営業活動プロセスとして定義、分析するログとして営業日報情報、売上高

データを使用し、成績上位者、新人、全国平均の３グループに分けて比較分析した。その結果、

新人は「活動の量」は一定量があるものの「活動の質」が低いことがわかり（図表１）、研修機会

増加による商品知識の底上げなど具体的な新人のレベルアップ対策を提案するに至った。 

 

図表１ 担当者グループ別 活動内容（質）の構成比 

 

 

 

 

 

 

(2) B 社業事例「運用コスト削減」（ＳＴＥＰ分析の提案） 

将来発生する監視メッセージ量などの定量情報は、過去実績や既に計画されている各種イベント

による影響を分析すれば想定できる。事前に想定できれば、システム運用のリソース計画など対応

策を事前に検討できる。当分科会では、上記の仮説のもと、今後の変化を把握する際に考慮すべき

視点ＳＴＥＰ（図表２）を定義し、分科会メンバーの B 社におけるシステム監視運用業務を例に

とり、監視メッセージ量の予兆分析を行った。 

質の高い営業活動プロセス
  新規採用プロセス　など

質の低い営業活動プロセス
  挨拶まわり、情報交換　など

57

52

31

43

48

69

0% 50% 100%

成績上位者グループ

全国平均

新人グループ
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図表２ 変化を把握する際に考慮すべき視点（ＳＴＥＰフレームワーク） 

視点 説明 

Season 季節要因。春、夏、秋、冬など、季節毎に発生する事象による変化。 

Trend 過去実績の傾向。比較的長期間に及ぶ増加、減少、停滞などの傾向。 

Event 不定期的に発生する事象による要因。企業による価格戦略の実施など不定期な事象による変化。 

Period 定期的に発生する事象による要因。月度の締めなど定期的に発生する事象による変化。 

 

システム運用は、監視メッセージの量により作業負荷が大きく変動する。今回は、この

メッセージ量の予兆分析を行った。冬季の法令点検に伴う全機器停止によるメッセージ量の増加

など、ＳＴＥＰのフレームワークでメッセージ量の増減要素を洗い出し、予測を行った。結果、６％

の予測差異は出たものの、メッセージの増減時期と発生件数の伸び率はほぼ一致した（図表３）。 

 

図表３ ＳＴＥＰ分析による予測の評価 
2008年度 2009年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

Ｓｅａｓｏｎ 法令点検●　　 ●法令点検

Ｔｒｅｎｄ 　　　●過去の実績

Ｅｖｅｎｔ ●新サービスＳｉ ●新サービスＳｉ

Ｐｅｒｉｏｄ

2857

2400

523
292 298 328 294 257

3914

2025

1152

507
496

243 243
507 496

1152

2025

0

1000

2000

3000

4000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

件数

実績予測

 
 

これまではメッセージが発生したあとにさまざまな対応を後追いで行ってきたが、事前に

このような予測を行うことにより運用会社のみならずお客様においても事前にリソース計画など

の手段を講じることができ、問題を未然に防止することができる。 

 

4. まとめ 

本分科会では、業務改善目的を定義した上で、分析に必要なログを定義、分析方法論を確立すると

ともに、具体的な事例をもとにその有効性を立証した。業務活動の量と質に着目した「ＲＱＱ分析」、

将来の業務量を予測する「ＳＴＥＰ分析」の方法論は、営業やシステム運用に限ったものではなく、

幅広い業務に応用が利くものであり、改善に結びつくものと自負している。 

 

5. 今後の提言 

今回の研究結果を踏まえ、以下 2点を提言する。 

(1) 情報システム部門による業務改善活動 

業務部門は繁忙な直接業務により、システムデータの分析作業を伴う業務改善を検討しきれて

ないケースも少なくない。今回確立した方法論をもとに情報システム部門が主体的に「業務改善を

おこなう業務」を新たに実施/もしくは業務部門へ提案することができるのではないだろうか。 

(2) 業務改善活動を推進するにあたっての情報システム部門の土台づくり  

本分科会で検討を進める中、情報システム部門が業務改善を推進するには、業務知識の習得など

以下３つの基礎的な土台を固めることが重要であると感じられた。 

・ジョブローテーション制度などを活用した情報システム関係者の業務知識の底上げ。 

・どのようなログがありそれらがどこで管理されているかを明確にするログの見える化。 

・単一のログ情報だけでなく複数のログ情報を組み合わせた分析手法の活用。 

必要なログが取得できない場合は、次回のシステム開発時の機能要件として盛り込む。
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情報セキュリティ対策の効果測定方法 
 

－タテ・ヨコサイクルが生み出すベストプラクティス－ 
 

アブストラクト 

 

1. 情報セキュリティ対策の現状 

IT 技術の進化と発展の速度はめざましく、同時に情報セキュリティの脅威となる様々な要素は従来の

愉快犯的なものから組織化、ビジネス化され、その場限りの付け焼き刃的な対策を行っても、対策し損

ねた箇所を新たに攻撃されるという様相を見せている。企業はステークホルダーから強度な情報管理を

求められており、増大する情報セキュリティコストと、必要と思われる情報セキュリティ水準の維持・

確保との板挟みにより苦心している。 

しかし、何をどこまで実施すれば情報セキュリティは担保されるのか、施している情報セキュリティ

対策が適正であり、本当に情報セキュリティ事件・事故を抑止しているのか判断できる基準および測定

方法は存在しない。一般的な情報セキュリティ規格である ISO/IEC27001(以下「ISMS」という)において

も具体的な基準や有効性の測定方法は明示されていないのが現状である。 

当論文は、この情報セキュリティ対策分野で適用可能な効果測定手法につき提案を行うものである。 

 

2. 当分科会で取り組む課題 

当分科会では、各企業での情報セキュリティ対策実施状況と現状の洗い出し、情報セキュリティ対策

の測定基準を記した参考文献の調査を実施した。その結果、当分科会で扱う課題を以下の 3つに絞った。 

①ISMS に代表されるセキュリティマネジメントシステムに問題はないのか。効果を出すためにはどん

なことをするべきなのか。 

②情報セキュリティ事件・事故はなぜ発生し続けるのか。 

③定量的かつ客観的な情報セキュリティ対策指標を作成する必要があるのではないか。 

 

3. 課題解決へのアプローチ 

「2」で挙げた課題を解決するために、3つの切り口（手法）で課題解決のためのアプローチを行った。 

①「セキュリティ対策指標」の具体化とセキュリティ強度レベルの見直し 

②実際の情報セキュリティ事件・事故の根本分析 

③セキュリティマネジメントシステムが円滑に機能しない原因の分析 

3つの切り口から導き出された結果（原因に対する対応策）をもとに、管理策の「網羅性」、セキュリ

ティ対策の強度レベルの「十分性」についてフォーカスをあてた当分科会オリジナルの「セキュリティ

対策指標」を策定することとした。そして「セキュリティ対策指標」を組み込んだ「セキュリティ対策

シート」にまとめた。 

作成した「セキュリティ対策シート」を実際の企業に適用を行い、「セキュリティ対策指標」として有

効であるか、「2」で挙げた課題について解決できたのかを検証することとした。 

 

4. 「セキュリティ対策シート」の作成 

4.1 「セキュリティ対策指標」の具体化とセキュリティ強度レベルの見直し 

「セキュリティ対策指標」について、一般的に高度なセキュリティ要件が求められる金融業界での活

用を想定し、各詳細管理策のセキュリティ強度を高水準とした。また、定性的ではなく定量的に測定で

きるように各管理策に具体性を持たせた。 
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4.2 実際の情報セキュリティ事件・事故の根本分析 

近年発生した情報セキュリティ事件・事故について FTA（Fault Tree Analysis）分析方法を使用して、

根本原因を特定した。各根本原因についてそれぞれ対応策を検討し、その対応策が「セキュリティ対策

シート」で網羅されているか比較検証した。その結果、不足している管理策として「情報セキュリティ

に関する事業計画」が導き出された。また、「セキュリティ対策指標」についても複数の管理策に対して

「十分性」が不足していたので、見直しおよび指標の追加を行った。 

 

4.3 セキュリティマネジメントシステムが円滑に機能しない原因の分析 

ISMS 等セキュリティマネジメントシステムを導入している

企業は多数存在するが、それでもセキュリティ事件・事故は発

生する。セキュリティマネジメントシステムが円滑に機能して

いない原因について連関図法を使用して分析した。企業活動を

フレームワークに仕立て「ガバナンス」「マネジメント」「オペ

レーション」の側面から分析を実施したところ、「ガバナンス」

「マネジメント」「オペレーション」の三者（以下、頭文字をと

って「GMO」という）の一貫した情報セキュリティに対する共通

認識、共通理解が欠如していることが判明し、ISO27002 におけ

る 133 の詳細管理策への追加項目とそれに対する対策指標を設

定した。 

 

4.4 分析のまとめ 

「4.2」、「4.3」の分析結果を集約し、情報セキュリティマネジメントシステムを円滑に機能させ、情

報セキュリティ事件・事故を発生させないために何が必要であるのかを検討した結果、以下のキーワー

ドが導き出された。 

・「GMO 三者の、企業をフレームワークとした PDCA サイクルの機能」つまり「タテの PDCA サイクルの

円滑な機能」の欠如 

「タテの PDCA サイクル」が企業に意識されていなかったことが、セキュリティマネジメントシステムの

機能していなかった原因である。そこで、「セキュリティ対策シート」にも「タテの PDCA サイクル」を

円滑に機能させるために、対応するセキュリティ対策の何に該当するか分類できるセキュリティ管理ア

イテム欄を追加した。 

 

5. 企業の適用および検証 

当分科会のメンバー企業（金融機関、ISMS 認証済み）に「セキュリティ対策シート」を適用し、検証

を行った。その結果、現在実施されている指標測定よりも具体的かつ定量的な有効な指標であり、また、

今まで把握できなかったセキュリティ対策の実態にまで踏み込むことができた、との評価を得た。同時

に「セキュリティ対策シート」のレビューも行い、実適用における留意点としてまとめた。当分科会で

作成した指標はどの企業でも使用できる汎用的な指標であるため、使用する際は各企業の現状に合わせ

てどの部分を使用するのかを検討し、語句の読み替え等の作業（カスタマイズ）の必要がある場合も想

定される。 

 

6. まとめ 

当分科会で作成した「セキュリティ対策シート」は企業のセキュリティの実態に対して測定できる有

効な指標である。ただし、冒頭でも述べたとおり、セキュリティの進化速度は速く、それと同時に新た

なる脅威も発生し続けているため、この「セキュリティ対策シート」は有効な指標であるが、企業の PDCA

サイクルに落とし込み、ブラッシュアップさせていく必要がある。 

また、昨今情報セキュリティガバナンスが注目されているが、この「セキュリティ対策シート」は企

業におけるセキュリティ対策の根幹となるものである。「セキュリティ対策シート」の適用結果をもとに、

「ガバナンス」やステークホルダーに説明できる情報セキュリティレポートの作成が可能である。 

図表１ PDCA サイクル相関図 
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ネットワークセキュリティ対策の最適化 
 

－ 経営視点×担当視点×PDCA＝最適化 － 
 

アブストラクト 

 

１．研究の背景と目的 

ネットワークの利便性が向上した反面、複雑化したネットワークの脆弱性をついた不正アクセスによ

る被害件数も増加している。個人情報保護法に代表される社会的なセキュリティ意識の高まりに伴い、

不正アクセスによる被害は営業機会損失という企業経営そのものを揺るがしかねない問題となっている。 

当分科会では、具体的なレベルで自社のネットワークセキュリティ対策状況を把握すること、および

経営層の合意のもとにバランスのとれた対策を最適なレベルで維持することを研究の主題に据えた。 

 

２．ネットワークセキュリティレベル評価表の作成 

複雑化したネットワークに対し、以下

のアプローチによりセキュリティ対策レ

ベルの計測対象を絞りこんだ。 

（１）典型的なネットワークの企業モ

デルを考察する。 

（２）考察した企業モデルにて利用す

る機器をリストアップする。 

（３）機器の重複を省き、最小構成の

ネットワーク「標準ネットワーク構成図

（図表１）」を作成した。 

 

構成図上の「ネットワークの経路」に

着目して、以下の手法によりネットワー

クセキュリティを定義した。 

（１）リスクが発生する｢始点｣と「終点」を探す。 

（２）｢始点｣から「終点」に至るまでの経路をリストアップする。 

（３）各経路での対策を列挙し、「リスク経路分析表（図表２）」を作成した。 

 

図表２ リスク経路分析表（抜粋） 
リスク名（大項目） リスク名（小項目） 始点 経路1 経路2 経路3 経路4 経路5 終点

インターネット ルータ ＦＷ ＤＭＺ メールサーバ スイッチ ＰＣ／サーバ
プロバイダのウイルス対策
サービスに加入している

ウイルスフィルタ機能付き
FW導入

①GW型アンチウイルスソフ
トを導入
②GW型アンチウイルスハー
ドを導入

メールサーバ用アンチウイ
ルスソフト導入

①PC用ウイルス対策ソフト
の導入
②最新のセキュリティパッ
チを適用したOSの導入

インターネット ルータ ＦＷ ＤＭＺ メールサーバ スイッチ ＰＣ／サーバ
プロバイダのウイルス対策
サービスに加入している

スパムメールフィルタ機能
付きFWを導入

GW型スパムメール対策ハー
ドを導入

メールサーバ用スパムメー
ル対策ソフトを導入

①PC用スパムメール対策ソ
フトを導入
②最新のセキュリティパッ
チを適用したOSを導入

インターネット ルータ ＦＷ ＤＭＺ サーバ スイッチ ＰＣ／サーバ
ウイルスフィルタ機能付き
FWを導入

①PC用ウイルス対策ソフト
を導入
②最新のセキュリティパッ
チを適用したOSを導入

ＰＣ スイッチ ＦＷ ルータ サーバ スイッチ ＰＣ／サーバ
検疫機能付きのスイッチを
導入

ウイルスフィルタ機能付き
FWを導入

Active Directory（ない
し、それに準ずるユーザ管
理機能）を備えたOSを導入

①PC用ウイルス対策ソフト
を導入
②最新のセキ リティパ

マルウェア／
スパム

メールウィルス

スパムメール/フィッシン
グ

ファイル共有ソフトを経由
するウイルス

持ち込みＰＣ・媒体から感
染するウイルス  

 

リスク経路分析表を元にセキュリティ対策実施レベル、および運用レベルをまとめた「ネットワーク

セキュリティレベル評価表（図表３）」を作成した。 

 

図表１ 標準ネットワーク構成図 
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図表３ ネットワークセキュリティレベル評価表（抜粋） 

小項目得点

運 3 2 1 0 対策得点 3 2 1 0 運用得点
（対策得点＋運用得

点）

マルウェア／スパム
メールウィルス インターネット

～PC
Aor
（C1orC2)or(
BorD)andE1
andE2

Aor
（B1orB2)or
CorD

E1andE2

無 3点

状況に応
じて見直し
が行われ
ている

状況が把
握され記
録している

担当者レ
ベルで管
理されてい
る

全く管理さ
れていな
い 3点 6点

サービス
プロバイダのウイルス対
策サービスに加入してい
る

始点(A)

ハード
ウイルスフィルタ機能付
きFWを導入している

経路(B)

ソフト
GW型アンチウイルスソ
フトを導入している 経路(C1)

ハード
GW型アンチウイルス
ハードを導入している 経路(C2)

ソフト
メールサーバ用アンチウ
イルスソフトを導入して
いる

経路(D)

ソフト
PC用ウイルス対策ソフト
を導入している

終点(E1)

ソフト
最新のセキュリティパッ
チを適用したOSを導入
している

終点(E2)

スパムメール/フィッシン
グ

インターネット
～PC/サーバ

(AorBorCor
D)andE1and
E2

AorBorCorD E1andE2

無 2点

状況に応
じて見直し
が行われ
ている

状況が把
握され記
録している

担当者レ
ベルで管
理されてい
る

全く管理さ
れていな
い 2点 4点

①大量のメールを受信することにより
サーバ・ネットワークのリソースが枯
渇する

○ 3

○ 3

○ 3

○ 3

①多数のPCが感染し利用できない場
合がある

②業務PCがウイルスに感染し、機密
データなどの情報が漏洩する

○ 3

対策内容

実施状況

対策レベル 運用レベルリスク名（大項目） リスク名（小項目） 経路 脅　威

 

 

セキュリティレベル評価表に自社の対策レベルを入力すると、自

動的に各リスクのセキュリティ対策評価バランスがレーダーチャー

ト（図表４）でわかりやすく求めることができる。 

 

３．リスクコスト総括表の作成 

ネットワークセキュリティ対策は直接売り上げに結びつくもので

はないため、予算確保が困難である。対策内容を経営層と話し合う

ため、対策コストを考慮した「リスクコスト総括表（図表５）」を作

成した。 

 

図表５ リスクコスト総括表（抜粋） 

補足

変更箇所 対策

＜オプション：メールゲートウェイサービス＞
(対象)
社内メールサーバにおけるインターネットとの送受信メール
（動作)
社内メールサーバを経由する送受信メールにおける感染を検出し、感染
した場合はウィルスを駆除もしくは削除する。

運用レベル3

マルウェア/スパム 15点 22点

改ざん 20点 20点

盗聴 20点 20点

サービス停止 20点 20点

左記の場合でも既知のウィルスであれば、感染を防ぐことができ
る。

ウィルス対策ソフトに問題がある場合(パターンファイルの更新な
ど)、ウィルスに感染したメールを送受信する可能性がある。

リスク評価

運用

見直し前 見直し後

運用レベル3

Internet

router Firewall

multilayer
switch

Internet

router Firewall

multilayer
switch

プロバイダのウイルス
対策サービスに加入

標準契約 標準契約＋オプション

 

 

４．評価の繰り返し実施と PDCA 

制度改正による企業を取り巻く環境の変化、新たなリスクの発生などコストに関わらず、セキュリテ

ィ対策を見直す機会がある。セキュリティレベルを維持するためには、PDCA サイクルによる取り組みが

不可欠である。 

定期的な評価の実施、ネットワーク環境の変化、およびリスク発生時の評価見直しを手順としてまと

めた。 

 

５．まとめ 

従来ある評価基準ではネットワークセキュリティ対策を概略レベルでしか測ることが出来なかったが、

「リスク経路分析表」「ネットワークセキュリティレベル評価表」により、自社のネットワークセキュリ

ティ対策レベルが容易に具体的に把握できる。また「リスクコスト総括表」は経営層との合意を得るた

めの有用な「ものさし」となる。加えて PDCA サイクルによりバランスのとれた対策を最適レベルに維持

できるものとなる。ネットワークセキュリティ対策の最適化のために、ぜひ活用していただきたい。 

図表４ レーダーチャート 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

マルウェア／スパム

改ざん

盗聴サービス停止

不正アクセス
総合
対策
運用

32



LS 研:ＩＴサービスの品質向上 

2008 年度 研究成果報告書 

 

ＩＴサービスの品質向上 
 

－身の丈に合った運用サービスの実現と継続－ 
 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景と問題認識 

ＩＴは今やビジネスを遂行する上での必須の基盤となっており、その不具合が即ビジネス機会の損失、

停滞につながってしまう。また、顧客のみならず取り巻く社会の要求も常に変化しており、進化を続け

る技術や製品への対応を含めて、ＩＴサービスの安定稼動に対する期待が大きくなってきている。 

こうした背景より、ＩＴサービス提供者に対する期待も変わってきており、日常の運用・保守業務を

安定的にこなすことは当たり前のこととし、さらに、増え続ける要求への対応やコスト・品質などに関

する改善を継続的に求められ、かつ、顧客に対してわかりやすい充分な説明の上での理解を得なければ

ならない。 

一方で、ＩＴサービス提供者は期待や使命の重みを感じながらも、意に反して起こってしまうトラブ

ルや、日々の努力にもなかなか達成感を得ることができず悩んでいる状況がある。 

本分科会の構成メンバーは、大半が運用・保守業務を担当しており、ＩＴサービス提供者としての立

場から「ＩＴサービスの品質向上」というテーマに取り組み、顧客も提供者も共に満足できる品質向上

とは、双方の合意を前提とした、無理に背伸びをしない、いわゆる「身の丈に合った運用サービスの実

現と継続」ではないかと考え研究していくこととした。 

 

2. 研究のアプローチ 

本分科会では、「身の丈に合った運用サービス」を、顧客の要求内容とＩＴサービス提供者側のサービ

ス内容が過不足なく一致した状態のことであるととらえ、この状態を実現し継続していくためには、「合

意形成」と「改善」の２つのアプローチが必要不可欠であると考えた。 

（１）顧客の要求内容とＩＴサービス提供者側のサービス内容を合わせる「合意形成」 

（２）合意した目標と実際のサービス内容との差を評価し、埋めるための「継続的改善」 

言い換えると合意形成を品質、改善を向上ととらえることができ、これら２つをバランス良くまわす

ことこそ品質向上といえるのではないか。 

 

3. 研究内容 

3.1 合意形成のアプローチ 

合意形成の必要性と実現のための課題を整理、分析し、顧客とＩＴサービス提供者は、それぞれに対

する期待や思いのＧＡＰがあるものの、決して相反する関係でなく、システムの安定運用を必要最低限

のマンパワーで施行していくという共通点から、相互の理解と合意が可能な関係であるとの考えに至っ

た。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ガイドライン 

「合意形成への

アプローチ手順」

図表 1 合意形成のアプローチ 

ノウハウ 
実践例 

① ＩＴサービス提供者側の現状整理
② 顧客への要望確認
③ ＩＴサービス内容の設定
④ 顧客との合意

① データ収集と運用報告
② 合意レベルの妥当性チェックと見直し

① 本運用の開始
② 合意レベルの妥当性確認
③ 継続的改善

2 仮運用

3 本運用

STEP プロセス

1
ＩＴサービスの
可視化から合意
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しかし、実践にあたっては、必要な準備や手順はどうするか、合意形成後の運用はどうするのか、とい

った課題を解決する必要がある。 

本分科会では、ＳＬＡ導入という概念にとらわれることなく、合意形成までのプロセス、さらに継続

的な改善につなげるためのプロセスについて仮説を立て、参加メンバーのＡ社を対象として、プロセス

毎に検証を行い、その過程で得られたノウハウや手法をガイドラインとしてまとめた（図表 1）。 

 

3.2 改善のアプローチ 

現状運用の過不足を洗出し改善につなげるためには、運用の目標（ＴｏＢｅ）を設定し、現状（Ａｓ

Ｉｓ）を把握し、それらを比較することから始める必要がある。 

本分科会では、標準化された体系としてＩＴＩＬの有用性を認識した上で、部分導入ではなく、各プ

ロセスが過不足なく機能を果たし、運用全体の最適化（身の丈に合わせる）を図ることの方が、より実

践的な改善につながると考え、各プロセスにおける活動を、客観的に、かつ横断的に診断、評価できる

指標を作成し、さらに自己診断できるツールとして開発し、有効性について検証した（図表 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 評価／提言 

「ＩＴサービスの品質向上」という広範なテーマに対して、本分科会メンバーがＩＴサービスに対す

る日頃の熱い思いをぶつけ合うことによって、「身の丈にあった運用サービスの実現と継続」という目

標にたどり着き、実現するには「合意形成」と「改善」を両輪として実施するという解を導き出した。 

研究成果として作成した活用ツール「合意形成のアプローチ手順」（ガイドライン）、には、顧客が運

用への興味、理解を深め、顧客とサービス提供者の品質を高める共通理解の基に、継続的改善を行って

いける関係性改革を実現するための実践的ノウハウが凝縮されている。また、「ＩＴサービス・運用指標

マトリックス表」は、かつてない自己診断ツールであり、ＩＴサービスのデファクトスタンダードとな

りうる指標となっている（図表 3）。 

研究活動を通して、「ＩＴサービ

スの品質向上」には、できること

からコツコツと、身の丈に合った

運用を実現し、継続して改善して

いく小さな積み重ねが大切だとい

うことを改めて実感した。報告書

では、我々と思いを共にするＩＴ

サービス提供者に向けて、ツール

を使った２つの提言を行い締めく

くっている。品質向上の第一歩と

して一助となることができれば幸

いである。 

 

図表 2 改善のアプローチ ～身の丈にあったＩＴＩＬ導入～ 

図表 3 ＩＴサービス・運用指標マトリックス表 

 
 

活用ツール 

「ＩＴサービス 

・運用指標 

マトリックス表」 指標 

自己診断

運用プロセス 

深さ 

網羅性 

身の丈にあった運用管理 

 
ナ
レ
ッ
ジ
管
理 

     

イ
ベ
ン
ト
管
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管
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問
題
管
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変
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管
理 
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